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セーフティ＆インダストリー本部

調査報告書

令和３年度原子力の利用状況等に関する調査

（海外における原子力政策等動向調査等）

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部原子力政策課 御中

本報告書は、経済産業省資源エネルギー庁殿からの委託事業として株式会社三菱総合研究所が実施した
「令和３年度原子力の利用状況等に関する調査（海外における原子力政策等動向調査等）」の成果を取りま
とめたものです。したがって、本報告書の複製、転載、引用等には経済産業省資源エネルギー庁殿の承認手
続きが必要です。
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はじめに

本報告書は、経済産業省資源エネルギー庁殿からの委託事業として株式会社三菱総合研究所が実施した「令和３年度原子力
の利用状況等に関する調査（海外における原子力政策等動向調査等）」の調査成果をまとめたものである。

本調査では、諸外国の原子力政策、原子力産業界の動向や核不拡散政策等を適時・適切に幅広く情報収集・分析し、我が国
の原子力政策の立案・発信に資することを目的としており、以下の実施項目について本報告書にとりまとめた。

１．随時提供した情報
諸外国（全世界40カ国程度）の原子力関連機関、関連事業者等の公開情報を収集し、経済産業省資源エネルギー庁殿へ、メー
ルを用いて即時的な情報として提供したもの。

２．重要動向として提供した情報
上記１．のうち、詳細な検討が必要な案件について、背景情報なども踏まえた重要情報として情報提供したもの。これら調査項
目の参考情報や経緯等、原子力政策の立案に資するものとして必要とされる範囲で整理・提供した情報を含む。

3. 米政府及び議会、現地有識者に関する提供情報
海外の原子力動向のうち特に重要と考えられる事項につき、重点的に調査を実施し、経済産業省資源エネルギー庁殿に報告
した成果、および米政府及び議会、現地有識者に関して提供した情報。

４．国別プロファイル
調査対象国・地域の原子力動向をより良く把握できるようにするために、各国の基本情報、エネルギー政策・計画、原子力政
策・計画、原子力関連動向等の情報をとりまとめた国別プロファイル。

５．IAEA国際会議の開催に係る企画立案・準備等
国際原子力機関（IAEA)主催の「PLiM（Nuclear Power Plant Life Management）会合」の開催に向け、事務局を担う
弊社が実施した、IAEAとの事前調整やプログラム等に関する企画立案、会場選定等を含む準備作業の概要をまとめたもの。
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１．随時提供した情報

本章では、事業期間を通じて、資源エネルギー庁殿へ随時、メールベースで提供した即時
的情報について、そのタイトル一覧をそれぞれ国別、時系列に報告する。
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北米・南米・オセアニア（１）

米国

2021.06.28 米イリノイ大学、研究・試験炉施設建設の趣意書を米NRCに提出
2021.06.30 米ニュースケール社と米GS Energy North America Investments社が原子力事業に係る投資契約を締結
2021.06.30 USTDA、ポーランドでの原子力発電所導入に向けた基本設計調査に関する助成金を提供
2021.07.07 米DOE、米GEH社と原子炉の先進的建設技術イニシアチブを開始
2021.07.13 米国とガーナ共和国、原子力分野の戦略的協力に係る了解覚書を締結
2021.07.13 米UAMPS、INLサイトに建設予定の米ニュースケール社製SMRモジュール数を12から6へ縮小することを決定
2021.07.14 米オクロ社、ビットコインマイニングへの電力供給に係る商業的パートナーシップを締結
2021.07.16 米Kairos Power社、開発中の溶融塩冷却炉（KP-FHR）の小型試験炉ヘルメスの建設に向けて、テネシー州と合意
2021.07.29 米GPC、ヴォーグル3、4号機の運開時期の遅れと建設コスト増を発表
2021.08.10 米議会、インフラ投資法案を上院可決 ---3.5兆ドル予算決議案は上下院可決し歳出法策定へ
2021.08.16 米ニュースケール社と米エクセル・エナジー社、運転支援サービスの提供に係るMOUを締結
2021.08.17 米WH社がスウェーデン・ヴァッテンファル社とリングハルス炉の廃止措置契約を締結
2021.09.01 米ニュースケール社、ウクライナ・エネルゴアトム社とSMR導入に係るMOUを締結
2021.09.１３ 米イリノイ州議会が既存の原子力発電所を支援する法案を可決
2021.09.１０ 米NRC、マイクロリアクターの許認可合理化に向けた白書草案を公表
2021.09.１３ 米NRC、ISP社に統合型中間貯蔵施設の建設・操業許可を発給
2021.09.１４ 米ニュースケール社、カナダでSMRモジュール製造プロセスの開発進捗を公表
2021.09.１６ 米Xエナジー社と加カメコ社、米国およびカナダでのXe-100建設を目指した協力覚書を締結
2021.09.23 米ニュースケール社、ポーランドでの同社製SMR建設を目指し、ポーランドのエネルギー供給会社らと覚書を締結
2021.09.23 米ニュースケール社、ポーランドの銅採掘企業らと、ポーランドでのSMR建設を目指した覚書を締結
2021.09.23 米会計検査院（GAO）、使用済燃料の最終処分に関する法制度の整備等を議会に要請
2021.09.23 米GEH社とGEH SMRカナダ、カメコ、およびSynthos Green EnergyがポーランドでのSMR建設構想で新たな覚書を締結
2021.10.15 米空軍省、アラスカ州のエイールソン空軍基地にマイクロリアクターを導入へ
2021.10.19 米GEH社とBWXT Canada社、BWRX-300の設備機器の製造等に関する協力合意書を締結
2021.10.21 米GPC、ヴォーグル3、4号機の運転開始時期の再延期を発表
2021.10.25 米WH社、カナダの鉱業地域や遠隔地における同社製マイクロ原子炉設置に係るフィージビリティ・スタディ報告書を公表
2021.10.28 米バイデン政権、財政関連2法案に関するフレームワークを提示
2021.10.28 米連邦議会下院、予算規模を大幅に削減した財政調整法案を公表
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北米・南米・オセアニア（2）

米国（続き）

2021.11.02 米国政府がルーマニアにニュースケール社のSMRを建設する計画を公表
2021.11.03 米国務省、国際協力を含め原子力導入を支援するパッケージを公表
2021.11.06 米バイデン大統領、インフラ投資法案の下院可決に対する声明を発表
2021.11.15 米バイデン大統領、インフラ投資法案に署名
2021.11.16 米テラパワー社、ナトリウム冷却高速炉の実証プラントをワイオミング州に建設へ
2021.11.16 米NRC、エクセロン社の分離計画を承認
2021.11.17 米ニュースケール社、海洋原子力発電所の導入に向け加Prodigy社および加Kinetrics社とMOUを締結
2021.11.18 米DOE、プエルトリコにおけるSMRおよびマイクロリアクターのサイト適性調査プロジェクトに資金提供
2021.11.19 米バイデン大統領、財政調整法案の下院可決に対する声明を発表
2021.11.19 米サザン社と米DOE、アイダホ国立研究所（INL）での溶融塩実験炉の設計・運転・建設について協力協定を締結
2021.11.22 米ホルテック社、韓国の現代建設とSMR-160の導入を目指し契約を締結
2021.11.30 米DOE、使用済燃料中間貯蔵施設のサイト選定に関する情報提供依頼を開始
2021.12.02 米ニュースケール社、同社のSMRを「VOYGR」と命名
2021.12.14 米ニュースケール社、特別買収目的会社との合併を通じてナスダック証券取引所に上場する計画を公表
2021.12.16 米ニュースケール社とカザフスタンのKNPP社、SMR導入検討に係るMOUを締結
2022.01.13 米WH社、チェコ産業貿易省およびチェコ企業7社とドコバニ原子力発電所増設に関してMOUを締結
2022.01.21 米WH社、ポーランド企業10社とAP1000建設に向けたMOUを締結
2022.02.02 米USNCが、アラスカ州の電力会社と同州におけるMMR建設に向けたFSを実施
2022.02.08 米ウェストバージニア州、原子力発電所の建設を禁止する州法を撤廃
2022.02.10 米TVA、脱炭素化を目的とした新原子力プログラムを発表
2022.02.11 米DOE、民間用原子力クレジットプログラム実施に関するNOI・RFIを発表
2022.02.14 米ニュースケール社とポーランドのKGHM社、SMRの導入に向けた契約を締結
2022.02.23 米ベクテル社と米WH社、米GEスチームパワー社とポーランドにおける原子力発電所建設プロジェクトに係るMOUを締結
2022.03.15 米国で原子力関連予算を含むFY22歳出法が成立
2022.03.2３ 米ホルテック社と三菱電機がSMR-160向け計装制御システムの設計契約を締結
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北米・南米・オセアニア（3）

カナダ

2021.07.07 加カメコ社と米GEH社と米GNF-A社、BWRX-300の商業化・導入に係るMOUを締結
2021.08.05 カナダとルーマニア、原子力部門の協力強化のための了解覚書を締結
2021.08.17 加TE社、米WH社、英NNLがIMSRの燃料の開発・供給に関する契約を締結
2021.09.29 加CNL、CNRIプログラムの3回目の提案募集を開始
2021.09.29 加TE社、仏Orano社とIMSRの燃料の開発・供給に関する合意書を締結
2021.10.13 加TE社、カメコ社とIMSRの実用化や燃料供給等での協力に関する覚書を締結
2021.10.26 カナダで総選挙を受け第3次トルドー政権が発足
2021.11.25 加Candu Energy社とルーマニアのEnergoNuclear社、チェルナボーダ3、4号機の完成に向けた契約を締結
2021.12.02 加OPG社がダーリントンサイトに建設するSMRとして米GEH社のBWRX-300を選定したことを公表
2022.03.17 カナダ連邦政府がウェスティングハウス・エレクトリック・カナダ社のSMR開発に対して資金支援を実施へ

ブラジル

2021.07.23 ブラジル・アングラ3号機の建設再開に向けた工事を国内3社のコンソーシアムが落札

アルゼンチン

2022.02.04 アルゼンチンNASAと中国CNNCが華龍1号建設に向けEPC契約を締結
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欧州（西）（１）

フランス

2021.06.28 仏IRSN、ラ・アーグ再処理工場の使用済燃料プールの収納高密度化による貯蔵容量拡大に関する安全確保策を適切であると評価
2021.06.30 仏フラマトム社とUAEのNawah Energy、保守・エンジニアリングサービスに係る契約を締結
2021.06.30 2017年のフラマトム社買収を巡るEDFからAREVA社に対する補償請求紛争が和解へ
2021.07.06 仏政府、Orano社株式のAreva社等持分を取得へ
2021.07.08 仏OPECST、第4世代炉ASTRID計画断念の影響と原子力の将来を評価する報告書(暫定版）を公表
2021.07.12 仏EDF、ポーランドにおけるEPR建設の提案準備を目的とした事務所をワルシャワに開設
2021.07.22 仏EDF、中国・台山1号機における放射性希ガス濃度上昇事象に係る見解を表明
2021.07.28 仏政府、コロナ禍からの復興に向けた経済対策の枠組みに基づき、13件の原子力分野のプロジェクトを追加採択
2021.08.09 仏EDF、米国の原子力発電事業からの撤退を完了
2021.08.19 仏オラノ社と独原子力発電4社、仏ラ・アーグでの再処理に伴う放射性廃棄物のドイツへの返還完了に向けて契約を締結
2021.09.05 仏フラマンヴィル3号機が運転認可を取得
2021.09.26 仏政府、Orano社株式のAreva社持分を追加取得へ
2021.10.06 仏下院の議員調査団、フェッセンハイム原子力発電所閉鎖の影響等を分析する報告書を公表
2021.10.07 米DOE、パロベルデ原子力発電所での水素製造実証プロジェクトに計2,000万ドルの資金を提供
2021.10.12 仏大統領、SMRへの投資を含む投資計画「France 2030」を発表
2021.10.13 仏EDF、ポーランド政府に対しEPR4～6基を建設する予備提案を提示
2021.10.20 仏ASN、フラマンヴィル3号機の1次系のノズルに係る規制要件からの逸脱について、EDFが提案する解決策を原則として支持す

る見解を発出
2021.10.20 仏世論調査で半数が原子力はフランスの国家資産と回答
2021.10.21 仏政府とEDF、国内原子力中小企業を支援する投資ファンドを設立
2021.10.21 仏政府、コロナ禍からの復興に向けた経済対策の枠組みに基づき、61件の原子力分野のプロジェクトを追加採択
2021.10.25 仏RTE、2050年のカーボンニュートラル実現に向けた電力ミックスシナリオ分析「将来のエネルギー2050 主な研究結果」を公表
2021.11.09 仏マクロン大統領、原子炉新設を再開する方針を表明
2021.12.01 仏EDF、パリで開催の世界原子力展示会においてEPRの進出想定先複数国の原子力関連企業と協力協定締結
2021.12.02 仏Assystem社、仏国産マイクロ炉を開発する新会社NAAREA社と協力協定締結
2021.12.15 フランス、原子炉4基停止で2021年末に電力需給ひっ迫、政府が対応を指示
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欧州（西）（2）

フランス（続き）

2022.01.12 仏フラマンヴィル3号機建設で、パンデミックの影響によりさらなる工期遅延とコスト増の見込み
2022.01.14 仏政府、電力料金高騰対策として原子力発電電力量の固定価格譲渡制度（ARENH）における譲渡枠上限を引き上げる例外措置を

発表
2022.02.10 仏EDF、GEスチームパワー社の原子力事業の一部を買収
2022.02.11 仏マクロン大統領、最大14基の原子炉新設及び既設炉の閉鎖方針撤回を含む原子力計画を発表
2022.02.18 仏政府、6基のEPR2建設に向けた準備作業状況報告書を公表

英国

2021.07.08 英ロールス・ロイス社とキャベンディッシュ・ニュークリア社、SMRの設計や建設等に関するMOUを締結
2021.07.29 英BEIS、AMRの最初の実証機建設に関して高温ガス炉を最有力候補として検討する方針を発表
2021.08.17 英BEIS、2030年までの水素設備能力5GWの実現に向けて「水素戦略」を公表
2021.10.19 英国政府、ネットゼロ戦略を公表
2021.11.08 英国政府と英ロールスロイス社ら、SMR開発に総額4億ポンド超の資金を拠出
2022.01.27 英BEISがサイズウェルCプロジェクトに1億ポンドの資金を支援

ドイツ

2021.11.24 ドイツ社会民主党、緑の党、自由民主党が次期政権に向けて連立合意、脱石炭火力の前倒しも視野
2021.12.31 ドイツで3基の原子炉が恒久停止、2022年脱原子力完了まで残り3基に
2022.03.08 ドイツ政府、ロシアのウクライナ侵攻を受けた原子炉閉鎖の先送りを「非推奨」とする検討文書を公表
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欧州（西）（3）

スペイン

2021.10.07 スペイン・アスコ1、2号機が運転認可を更新

フィンランド

2021.08.20 フィンランド・オルキルオト3号機の運転開始がタービンの分解点検延長のためにさらに遅延
2021.12.08 フィンランドTVO、OL3の臨界と低出力試験の許可申請書を提出
2021.12.２１ フィンランド・オルキルオト3号機が初臨界達成
2021.12.30 フィンランド・ポシバ社、使用済燃料最終処分場等の操業許可申請書を政府に提出

オランダ

2021.12.15 オランダ第4次ルッテ政権、連立協定において既存原子炉の運転延長と2基新設方針を表明

ベルギー

2021.12.23 ベルギー政府、2025年までの全原子炉閉鎖を原則としつつ、エネルギー供給が保証できない場合は2基運転継続の可能性も保留
する方針で合意

2022.01.17 ベルギーFANC、ドール4号機とチアンジュ3号機の2025年以降の運転は原子力安全上可能としつつ、政府に迅速な対応を要請
2022.03.18 ベルギー政府、脱原子力の10年後ろ倒し方針を決定
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欧州（東）

ブルガリア

2021.10.28 ブルガリア国営BEH社、米フルアー社とSMRによる石炭火力代替の検討に係るMOUに署名

ポーランド

2021.08.31 ポーランドの個人投資家2名が石炭火力発電所サイトでのSMR建設に向けた共同プロジェクトを発表
2021.12.07 ポーランドPKN Orlen社とSynthosグリーンエナジー社、米GEH社のSMRであるBWRX-300建設に向けた合弁会社設

立へ
2021.12.22 ポーランド初の原子力発電所建設の優先サイトがルビャトボ-コパリノに決定

チェコ

2022.01.07 チェコ新政権、原子力と再エネをエネルギーミックスの柱とし脱石炭火力を加速する方針を表明
2022.03.17 チェコCEZ社、ドコバニ増設のベンダー入札を開始
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旧ソ連諸国

ロシア

2021.07.27 露ROSATOM、ボリビア原子力技術研究開発センターの建設を開始
2021.09.20 ロシアとブラジル、原子力分野の協力強化に係る覚書を締結
2021.12.01 ロシアとフランスが第4世代高速炉での使用済MOX燃料再処理リサイクルに係る研究開発協力で合意
2022.01.20 露ROSATOMとアルメニア原子力発電所、ロシア型炉新設の検討に向けたMOUに署名
2022.01.24 ロシアの高速炉BN-800、MOX燃料60％装荷での運転を開始

ウクライナ

2021.08.31 米国とウクライナ、エネルギー・気候分野の協力推進に係る共同声明に署名
2022.03.04 ウクライナのザポロジェ原子力発電所をロシア軍が占拠

アルメニア

2021.11.17 アルメニア原子力発電所2号機が2026年まで寿命延長、さらなる延長と新設も視野

エストニア

2022.01.24 エストニアが、米国の支援による原子力専門家研修を実施へ
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アジア（1）

中国

2021.07.13 中国・CNNCグループの中国核電が海南省でSMRの建設を開始
2021.10.24 中国・国務院が2030年までのCO2排出量ピークアウト実現に向けた行動計画を公表
2021.12.07 中国・秦山原子力発電所で原子力発電の余熱を利用した暖房の実証プロジェクトが開始
2021.12.20 中国・山東省石島湾サイトで高温ガス炉の実証炉が送電網に併入

韓国

2021.06.25 韓国KHNP、原子力発電所安全諮問委員会を設置
2021.07.20 斗山重工業、米ニュースケール社に追加投資しSMR事業協力強化へ
2021.07.21 韓国KAERI、慶州にSMR等の研究開発拠点着工
2021.07.22 米ニュースケール社のSMR建設プロジェクトに対し、サムスン物産が出資へ
2021.08.12 韓国、KHNPとPOSCOが国内初の製鉄所副生水素活用事業で協力
2021.09.28 韓国MSIT、使用済燃料再処理技術の研究開発に関する妥当性検討を推進
2021.10.14 韓国KHNPと加CNLが使用済燃料分野の技術協力MOUを締結
2021.11.05 韓国とポーランド、原子力・水素利用等のエネルギー分野での協力強化で合意
2021.11.08 韓国KHNP、ポーランドの原子力事業受注に向け現地企業とMOUを締結
2021.11.22 韓国KHNP、チェコおよびポーランドでの原子力事業受注に向け、国内企業と受注戦略会議を開催
2021.12.27 韓国政府、第6次原子力振興総合計画等を確定
2022.01.02 韓国KHNP、エジプトのダバ原子力発電所のタービン建屋建設等に係る契約の単独交渉権獲得
2022.03.10 韓国、第20代大統領選挙で野党「国民の力」の尹錫悦（ユン・ソクヨル）候補が当選
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アジア（2）

台湾

2021.07.01 台湾電力公司、使用済燃料の貯蔵容量不足により第二原子力発電所1号機を早期閉鎖
2021.12.１8 台湾の国民投票で、第四原子力発電所の建設再開への反対が多数となる結果に

日本

2021.07.21 基本政策分科会、第六次エネルギー基本計画（素案）を公開
2021.07.30 JAEA、HTTRの運転を再開
2021.0９.１５ 中国電力、島根原子力発電所2号機の原子炉設置変更許可を受領
2021.10.14 九州電力、川内原子力発電所の特別点検実施を発表
2021.10.22 政府、第6次エネルギー基本計画を閣議決定
2022.01.27 JAEAら、米テラパワー社とナトリウム冷却高速炉技術に関する覚書を締結
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中東・アフリカ

トルコ

2021.10.29 トルコのアキュ原子力発電所4号機が建設許可を取得
2021.11.09 トルコのエルドアン大統領、アキュ原子力発電所に続く原子力発電所建設方針を表明

アラブ首長国連邦

2021.06.30 UAEの首長国原子力会社と仏EDF、原子力研究開発に係る覚書の締結に向けて基本合意書に調印
2022.0３.２４ UAE、バラカ2号機が商業運転を開始

エジプト

2021.07.01 エジプト原子力発電機関、ダバ1・2号機の建設許可申請を提出
2022.01.12 エジプト原子力発電機関、ダバ3・4号機の建設許可申請を提出
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国際

欧州連合（EU）

2021.08.27 欧州委員会、ベルギーの容量メカニズムについて、国家補助規則に違反しないと判断
2021.10.12 EU10カ国が原子力発電のEUタクソノミーへの組み込みを強く求める共同宣言を発出
2021.10.13 FORATOM、欧州委員会が示した天然ガス高騰によるエネルギー価格上昇対策について原子力の役割への留意が不十分と

批判
2021.10.22 欧州委員会委員長が「安定した供給源として原子力が必要」と明言
2022.01.01 欧州委員会、原子力と天然ガスを含むEUタクソノミー補完委任規則案を加盟各国に回付
2022.01.21 欧州委員会の専門家委員会「サステナブルファイナンス・プラットフォーム」、原子力はEUタクソノミーの対象となる条件を満

たしていないとする答申を公表
2022.02.02 欧州委員会、原子力・ガスを対象とするEUタクソノミー補完委任規則を採択

国際原子力機関（IAEA）

2021.07.26 IAEA、COP26まで100日を機に原子力の気候変動対策への貢献を強調
2021.09.29 IEA、「中国におけるカーボンニュートラルに向けたエネルギー部門のロードマップ」を公表

経済協力開発機構/原子力機関（OECD/NEA）

2021.12.07 OECD/NEAとIFNECとポーランド政府が原子力プロジェクトの資金調達に関する会議を共催

その他

2021.10.26 世界の6つの原子力産業団体が国連の持続可能な開発目標（SDGs）への原子力の貢献を強調する報告書を公表
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２．重要動向として提供した情報

本章では、事業期間を通じて、資源エネルギー庁殿へ随時、メールベースで提供した重要
情報について、そのタイトル一覧をそれぞれ国別、時系列に報告する。
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北米・南米・オセアニア

米国

2021.08.10 米議会、インフラ投資法案を上院可決 ---3.5兆ドル予算決議案は上下院可決し歳出法策定へ
2021.10.28 米バイデン政権、財政関連2法案に関するフレームワークを提示

カナダ

2021.10.26 カナダで総選挙を受け第3次トルドー政権が発足
2021.12.02 加OPG社がダーリントンサイトに建設するSMRとして米GEH社のBWRX-300を選定したことを公表
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欧州（西）

フランス

2021.06.30 2017年のフラマトム社買収を巡るEDFからAREVA社に対する補償請求紛争が和解へ
2021.07.08 仏OPECST、第4世代炉ASTRID計画断念の影響と原子力の将来を評価する報告書(暫定版）を公表
2021.09.05 仏フラマンヴィル3号機が運転認可を取得
2021.10.06 仏下院の議員調査団、フェッセンハイム原子力発電所閉鎖の影響等を分析する報告書を公表
2021.10.12 仏大統領、SMRへの投資を含む投資計画「France 2030」を発表
2021.10.25 仏RTE、2050年のカーボンニュートラル実現に向けた電力ミックスシナリオ分析「将来のエネルギー2050 主な研究結果」

を公表
2022.01.14 仏政府、電力料金高騰対策として原子力発電電力量の固定価格譲渡制度（ARENH）における譲渡枠上限を引き上げる例外

措置を発表
2022.02.11 仏マクロン大統領、最大14基の原子炉新設及び既設炉の閉鎖方針撤回を含む原子力計画を発表

英国

2021.07.29 英BEIS、AMRの最初の実証機建設に関して高温ガス炉を最有力候補として検討する方針を発表
2021.08.17 英BEIS、2030年までの水素設備能力5GWの実現に向けて「水素戦略」を公表
2021.10.19 英国政府、ネットゼロ戦略を公表

ドイツ

2021.11.24 ドイツ社会民主党、緑の党、自由民主党が次期政権に向けて連立合意、脱石炭火力の前倒しも視野

オランダ

2021.１２.１５ オランダ第4次ルッテ政権、連立協定において既存原子炉の運転延長と2基新設方針を表明



Copyright © Mitsubishi Research Institute 19

欧州（東）

ポーランド

2021.12.22 ポーランド初の原子力発電所建設の優先サイトがルビャトボ-コパリノに決定

チェコ

2021.09.16 チェコで新規建設原子炉からの電力を政府が買い取る枠組みを定める法律が成立
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旧ソ連諸国

本報告期間の情報提供実績なし。
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アジア

中国

2021.09.29 IEA、「中国におけるカーボンニュートラルに向けたエネルギー部門のロードマップ」を公表

韓国

2021.12.27 韓国政府、第6次原子力振興総合計画等を確定
202２.０３.10 韓国、第20代大統領選挙で野党「国民の力」の尹錫悦（ユン・ソクヨル）候補が当選

台湾

2021.07.01 台湾電力公司、使用済燃料の貯蔵容量不足により第二原子力発電所1号機を早期閉鎖
2021.12.18 台湾の住民投票で、第四原子力発電所の建設再開への反対が多数となる結果に
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中東・アフリカ

本報告期間の情報提供実績なし。
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国際

欧州連合（EU）

2021.10.12 EU10カ国が原子力発電のEUタクソノミーへの組み込みを強く求める共同宣言を発出

国際原子力機関（IAEA）

2021.07.26 IAEA、COP26まで100日を機に原子力の気候変動対策への貢献を強調
2021.09.16 IAEA、年次報告書「2050年までのエネルギー、電力、原子力発電の予測」の2021年版を公表
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３．米政府及び議会、現地有識者に関する提供情報
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米政府及び議会、現地有識者に関する提供情報（１）

2021.06.25 Regarding an event in China
2021.07.06 Developments in US Nuclear Sector (DOE Technology Commercialization Fund; TerraPower Site 

Selection Process; GE Nuclear White Paper)
2021.07.09 NRC Staff Supports Maintaining Current VLLW Regulations; Opposes Development of Exemption 

Clearance of VLLW
2021.07.13 DOE Hydrogen-Nuclear Projects
2021.07.14 US Short Term Energy Outlook for July 2021
2021.07.21 NuScale UAMPS INL Project Downsizes; DOE Announces Advanced Construction Technology 

Initiative
2021.07.23 US Congressional Consideration of Biden Administration's Agenda (eg. American Jobs Plan 

FY2022 Budget Proposal etc.)
2021.07.23 US Moves Forward on Nuclear Power for Space Applications (BWXT X-Energy Ultra Safe GE 

Hitachi Framatome etc.)
2021.07.26 Department of Energy Political Leadership
2021.07.30 EU Carbon Border Adjustment Mechanism References
2021.07.30 US CLIMATETRADE POLICY - EU 'Fit for 55' and US Response
2021.08.06 DOE Nuclear Cleanup at Savannah River Site
2021.08.10 Senate Democrats Introduce FY2022 Budget Resolution to Initiate Reconciliation Process
2021.08.11 US Senate Passes Bipartisan Infrastructure Framework Bill on August 10
2021.08.15 US Progress on Consolidated Interim Storage Facilities
2021.08.16 US Clean Energy Promotion - Solar Manufacturing and Grid Technologies Funding
2021.08.16 US Short Term Energy Outlook for August 2021
2021.08.19 US Program on Accident Tolerant Fuel
2021.08.26 Status of FY2022 Budget (Resolution Infrastructure. Appropriations) - Focus on DOE Nuclear 

Energy Appropriations
2021.08.27 Biden Administration 'Environmental Justice ' ESG Disclosure and Climate Finance Agendas
2021.08.27 Rumors Regarding EM Assistant Secretary (Cleanup Developments at Hanford LANL)
2021.09.02 Illinois State Senate Passes Clean Energy Bill
2021.09.03 US Congressional Consideration of Nuclear-Related Legislation
2021.09.04 Developments at Southern Vogtle AP1000 Project
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米政府及び議会、現地有識者に関する提供情報（２）

2021.09.08 Status of FY2022 Budget Resolution Reconciliation Negotiations
2021.09.10 Illinois State House Passes Amended Clean Energy Bill - Nuclear Provisions (Support for Exelon 

Plants) Remains
2021.09.10 US Congressional Democrats Move Forward on Energy/Climate Aspects of Reconciliation 

Process
2021.09.15 Illinois State Legislature Passes Clean Energy Bill - Byron and Dresden Plants to Begin Refueling
2021.09.15 Energy Outlook in United States
2021.09.1７ US S&T-ENERGY POLICY – House Science Committee Approves $45.5 Billion Reconciliation 

Spending Bill
2021.09.1７ STORAGE OF SPENT NUCLEAR FUEL - NRC Approves License for New CISF in Texas Despite 

State law Banning New CISFs
2021.09.２１ US Nuclear Policy Discussions - Nuclear Provisions in House Reconciliation Bills
2021.09.２４ US ENERGY & TECHNOLOGY POLICIES: House Energy and Commerce Committee Approves 

Hundreds of Billions in Reconciliation Spending Bill
2021.09.２４ US TAX RECONCILIATION (CLIMATE AGENDA) - House Ways and Means Committee Approves 

Numerous Changes to US Tax Code 
2021.09.２７ Biden Administration Methane Emissions Policy (Meeting of the Major Economies Forum on 

Energy and Climate)
2021.09.２７ Illinois Begins to Implement Carbon Mitigation Credits (Support for Exelon Nuclear Plants)
2021.10.02 US Government Funded Until December 3, 2021 - Congress Continues to Debate Biden Agenda 

and Debt Limit
2021.10.06 US Energy Leadership
2021.10.06 US Nuclear Fuel Cycle and Spent Nuclear Fuel Management Policies
2021.10.07 Developments at the Federal Energy Regulatory Commission (FERC)
2021.10.09 US Announcements at COP26 Nuclear Futures Package NuScale and Romania
2021.10.12 US Federal Climate Acton Plans and Environmental Assessments
2021.10.14 Biden Administration and Gasoline Prices
2021.10.15 International Energy Outlook 2021 - EIA presents its annual global energy market forecast 

Biden Administration continues to try to reshape future trends
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米政府及び議会、現地有識者に関する提供情報（3）

2021.10.17 Short Term Energy Outlook in the United States
2021.10.27 Developments in Current US Reactor Fleet
2021.10.29 Developments in US Advanced Reactor Sector
2021.10.31 Democrats Continue to Negotiate Argue over Infrastructure and Reconciliation
2021.10.31 Biden Administration Action on Financial and National Security Aspects of Climate Change
2021.11.01 Recent Developments in DOE Hanford Site Cleanup
2021.11.02 Biden Administration Climate Efforts as COP26 Begins
2021.11.09 Congress Finally Passes Bipartisan Infrastructure Framework (House also passes resolution to 

vote on reconciliation in mid-November)
2021.11.12 Contents and Status of Latest Democratic Build Back Better Act (FY2022 Reconciliation)
2021.11.17 Short Term Energy Outlook for November 2021
2021.11.17 Developments in US Nuclear Plant Decommissioning Sector
2021.11.20 US House of Representatives Passes Build Back Better Act (Congress faces end-of-year crunch on 

reconciliation NDAA USICA FY2022 appropriations debt limit. etc.)
2021.11.25 Developments at the Federal Energy Regulatory Commission (FERC)
2021.11.28 US Decarbonization Efforts (Carbon Negative Shot Transportation Solar Offshore Wind 

Sustainable Aviation Carbon Fee Analysis Supreme Court GHG Case)
2021.11.29 Developments in US Advanced Nuclear Sector
2021.12.05 Canada SMR Market - Ontario Power Moves Forward with GE-Hitachi on SMR Program at Darlington
2021.12.17 US Nuclear Program Developments (US Moves Forward on Discussions Regarding HALEU 

Availability Interim Fuel Storage Uranium Reserve etc.)
2021.12.19 US Energy Sector Outlook - Short Term Energy Outlook for December 2021
2021.12.24 Biden Administration Continues to Build Out Decarbonization Agenda Following Passage of 

Infrastructure Law (EVs Sustainability Loan Program etc.)
2022.01.02 Status of US Congressional Activities (BBBA New Nuclear Legislation etc.)
2022.01.15 US Short Term Energy Outlook (January 2022)
2022.01.17 US Government and Private Sector Continue to Collaborate on Advanced Nuclear Initiatives
2022.01.22 Biden Nominates Huff to be Assistant Secretary of DOE's Office of Nuclear Energy; Other Recent 

Nuclear Sector Developments



Copyright © Mitsubishi Research Institute 28

米政府及び議会、現地有識者に関する提供情報（4）

2022.02.08 US Nuclear Developments (State-Level Developments Advanced Reactor Sector Developments 
etc.)

2022.02.10 Nuclear Waste-SNF Management Nuclear Clean Up Sector (High-Level Waste Interpretation DOE 
2022 Clean Priorities etc.)

2022.02.15 US Electricity Sector - CASE STUDY California Moves Forward on Clean Energy Climate Planning
2022.02.16 Biden Administration Continues to Move Forward on IIJA Energy Programming (hydrogen rare earth 

batteries EV infrastructure etc.)
2022.02.17 US Government Launches Civil Nuclear Credit Program; Progresses on Advanced Reactors
2022.02.25 Biden Administration Releases One-Year Supply Chain Reports
2022.03.03 Subsequent License Renewals and other developments at the NRC
2022.03.08 DOE's One-Year Supply Chain Reviews for the Energy Industrial Base
2022.03.09 UKRAINE CRISIS - US and UK Announce Bans on Imports of Russian Energy Products; EU Outlines 

Plan to Reduce Dependance on Russian Fossil Fuels
2022.03.10 Developments in US Nuclear Sector - Advanced Nuclear State Nuclear Initiatives Current Fleet 

Developments
2022.03.10 Federal and RTOISO Emergency Procedures for the US Transmission Grid
2022.03.1２ UKRAINE CRISIS - US and G7 to Revoke Russia's Most-Favored Nation Status; US Announces 

Additional Trade Restrictions
2022.03.1５ NRC Concludes 2022 Regulatory Information Conference (RIC) - Advanced Reactors ATF Reactor 

Oversight Decommissioning LTO etc.
2022.03.1６ US Congress Finally Passes FY2022 Funding for US Government ARPA-E Releases CURIE FOA 

(Expands Reprocessing Technology Projects)
2022.03.３０ President Biden Submits FY2023 Funding Request to Congress
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４．国別プロファイル
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国別プロファイル

本章では、調査対象国・地域の原子力動向をよりよく把握するために、重点8カ国（中国、フランス、ドイ
ツ、インド、韓国、ロシア、英国、米国）のポイントをそれぞれ1枚に総括した資料及び調査対象国における
各国の基本情報、エネルギー政策・計画、原子力政策・計画、原子力関連動向等を報告する。

※これらの調査内容について、詳細は別添「海外における原子力政策等動向調査 国別プロファイル」を
参照。
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５．IAEA国際会議の開催に係る企画立案・準備等
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IAEA国際会議の開催に係る企画立案・準備等

令和４年度に開催が予定される、国際原子力機関（IAEA)主催の「PLiM（Nuclear Power Plant 
Life Management）会合」について、現在、我が国とIAEAとの検討が行われている。当該会合に向け、
弊社は、日本側事務局の役割を担い、日本の産業界とも連携しつつ、IAEAとの事前調整やプログラム等
に関する企画立案、会場選定等を含む準備作業を実施した。

当該実施内容について、別添「令和３年度原子力の利用状況等に関する調査（海外における原子力政策
等動向調査等）ーIAEA国際会議の開催に係る企画立案・準備等ー」を参照。



令和4年３月３１日

セーフティ＆インダストリー本部

国別プロファイル報告書

令和３年度原子力の利用状況等に関する調査

（海外における原子力政策等動向調査等）

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部原子力政策課 御中

本報告書は経済産業省資源エネルギー庁殿からの委託事業として株式会社三菱総合研究所が実施した「令
和３年度原子力の利用状況等に関する調査（海外における原子力政策等動向調査等）」の成果を取りまとめ
たものです。したがって、本報告書の複製、転載、引用等には経済産業省資源エネルギー庁殿の承認手続き
が必要です。

別添
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重点国概況：中国 （202２年３月）

サイクル方針 • 再処理/ワンススルー/その他/未定

処分方針
• 高レベル放射性廃棄物は地層処分
• 使用済燃料は基本的に再処理する方針
• 低中レベル放射性廃棄物は地表処分または中深度処分

処分資金管理
• 事業者拠出金を公的基金で管理
• 基金で賄われるのは、再処理、再処理で発生した放射性廃棄物の処分等

廃止措置状況 • 閉鎖：0基/安全貯蔵中：0基/解体中：0基/廃止措置完了：0基

廃止措置オプション • 即時解体/安全貯蔵/その他/未定

廃止措置資金管理
• 事業者は、銀行の専用口座で資金を確保
• 廃止措置費用を、ニュークリアアイランドの建設費用の10%と設定

●新増設

●燃料サイクル（バックエンド）

【原子力・エネルギー概況】

• 2011年の福島第一原子力発電所事故後も推進政策を維持
• 2021年3月策定の第14次五カ年計画において、沿海部において原子力発電所の建設を推進する方針を

提示
• AP1000（4基）EPR（2基）および華龍1号（2基）の運転が開始されている

• 第14次五カ年計画では、2025年までに運転中の原子力発電の設備容量を7,000万kWとするとの目標を
設定

• 2019年10月に4年にわたる断絶を経て新たなプラント建設に着工、世界最多の19基の原子炉が建設中
• 中国核工業集団公司（CNNC） 、中国広核集団（CGN） 、国家電力投資集団公司（SPIC）の

3事業者が主力ベンダー

●廃止措置

●原子力発電事業

• CNNCグループとCGNグループが2大発電事業者であり、運転中・建設中の基数や設備容量はほぼ互角
• AP1000導入のために設立された中国国家核電技術公司(SNPTC)と中国電力投資集団公司（CPI）の

2015年7月の経営統合でSPICが設立
• 2021年3月に華能集団が筆頭所有者である昌江3号機が着工、CNNC 、CGN 、SPICに続いて原子力

発電事業に本格参入

●原子炉ベンダー

• 原子力発電事業を実施するCNNC 、CGN 、SPICがプラントの開発や建設も実施
• 部品の製造は、大手重電会社が実施

●エネルギー政策

• 第14次五カ年計画（2021～2025年）では課題として、クリーンで低炭素であり安全で効率の高いエネル
ギーシステムの構築、エネルギー供給能力の向上、非化石エネルギーの開発の加速等を提示

• 温室効果ガス排出削減や大気汚染への対応もあり、原子力発電や太陽光・風力を中心とした再生可能
エネルギーを積極的に推進

• 習主席は2030年頃をCO2排出量のピークとし、2060年までにカーボンニュートラルを実現する目標を提示

●原子力政策
面積 約960万km2 人口 約14億人

通貨 １元=18円（2022年3月中適用）

政治体制 人民民主共和制

議会 一院制（全国人民代表大会）

政府
国家主席 習 近平
国務院総理（首相） 李 克強（共産党）

GDP
約14兆8,608億ドル（2020年、
IMF）

GDP成長率
2.3％増（2020年、中国国家統
計局）

発電電力量（2020年） 3,447億kWh

設備容量（net） 4,956.9万kW

基数
運転中53基/建設中
19基/計画中34基

●原子力基本データ（2022年2月資料）

発電電力量 74,721億kWh

消費電力量 65,216億kWh

電力純輸入量 ▲168億kWh

【注目ポイント】

●国内電力量収支（2019年）

• 現在建設中のプラント数は世界最多の19基
• AP1000、EPRの世界初号機が2018年に送電網に併入された他、国産第3世代炉・華龍1号の初号機も2021年

1月に商業運転を開始

【基本データ】

行政体制の特徴

エネルギー政策を所轄するのは国家発展改
革委員会の国家能源局であるが、総理直属
の国家能源委員会も設けられている。原子
力安全規制は環境保護部の国家核安全局
が所掌する。大手原子力発電事業者は全て
国有企業であり、経営を国有資産管理監督
委員会が監督する。

●電源ポートフォリオ

【原子力行政体制】

中国
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発電電力量 5,661億kWh

消費電力量 4,319億kWh

電力純輸入量 ▲577億kWh

重点国概況：フランス （202２年３月）

サイクル方針 • 再処理/ワンススルー/その他/未定

処分方針
• 高レベル・中レベル長寿命放射性廃棄物は深地層処分（深度500m）
• 低レベル長寿命放射性廃棄物は浅地中処分（深度20m）
• その他の低中レベル放射性廃棄物は浅地中処分

処分資金管理 • 原子力事業者が各自引当金計上して確保

廃止措置状況 • 閉鎖：2基/安全貯蔵中：0基/解体中：12基/廃止措置完了：0基

廃止措置オプション • 即時解体/安全貯蔵/その他/未定

廃止措置資金管理 • 原子力事業者が各自引当金計上して確保

●新増設

●燃料サイクル（バックエンド）

【原子力・エネルギー概況】

• 2017年に発足したマクロン政権は、2035年までに原子力発電比率を50％に縮減する目標を掲げていた
• 上記を受け、2020年4月に改定された多年度エネルギー計画では、2035年までに最大で14基の90万kW

級原子炉を閉鎖する計画を提示。このうち、2020年2月にはフェッセンハイム1号機、6月には2号機が閉鎖
• しかし2022年2月に、マクロン大統領は既存炉の閉鎖を行わず、改良型EPR6基を新設、さらに8基の追加

建設も検討する方針を発表し、減原子力政策を事実上撤回。多年度エネルギー計画を改定する意向を表
明

• フラマンヴィル3号機としてEPRが建設中
• 現政権は減原子力政策を掲げており、積極的な拡大政策はとっていないものの、現状並みの設備容量は維

持する方針であり2035年以降の原子炉新設も検討

●廃止措置

●原子力発電事業

• 政府が株式の8割以上を保有するフランス電力（EDF）が国内56基の原子炉を保有し、運転を担当
• 総発電電力量の70％超が原子力によって賄われている

●原子炉ベンダー

• EDF傘下の子会社Framatome社が国内外向けに原子炉容器等のコンポーネントを提供

●エネルギー政策

• 石油ショックを契機としてエネルギー自立の確保がエネルギー政策の最大の課題
• 再生可能エネルギーと原子力発電開発を「2本の柱」として共に進めて行く方針
• 最終エネルギー消費を2012年比で2030年までに20％削減、2050年までに50％削減。最終エネルギー消

費に占める再生可能エネルギー比率を2030年までに32％に高める。また、2030年までに温室効果ガスの
排出量を1990年比で40％削減し、2050年までにカーボンニュートラルを達成するとの目標

●原子力政策

面積 54.4万km2 人口 約6,706万人

通貨 1ユーロ＝130円（2022年3月中適用）

政治体制 共和制

議会 二院制 国民議会と上院 主要政党：共和党

政府 大統領 エマニュエル・マクロン、首相 ジャン・カステックス

GDP
2兆7,070億ドル（2019年、
IMF）

GDP成長率 1.3%（2018年、IMF）

発電電力量（2020年） 3,387億kWh

設備容量（net） 6,137万kW

基数
運転中56基/建設中
1基/計画中0基

●原子力基本データ（2022年3月資料）

【注目ポイント】

●国内電力量収支（2019年）

• 2017年に発足したマクロン政権は、前オランド政権の減原子力政策を踏襲していたが、2022年4月の次期大統領選
が迫る中、同年2月に撤回。既存炉の長期運転と最大14基の新炉建設を行う方針を表明

• 原子力発電事業者、ベンダーともに、最大株主は国であり、政策と一体的な事業展開がなされる。政府主導の業界再
編により、AREVA社は、燃料サイクル事業部門（Orano社）、原子炉製造設計部門（Framatome社）に分割。
Framatome社はフランス電力（EDF）傘下に

【基本データ】

行政体制の特徴

エネルギー政策、電気事業規制は環境移
行・連帯省である。規制は、独立した行政機
関である原子力安全機関（ASN）の管轄
であり、放射線防護・原子力安全研究所
（IRSN）の技術支援を受けている。
仏政府が約7割の株式を保有するOrano社
が燃料サイクル事業を担い、フランス電力
（EDF）が発電事業を担う。EDF傘下には、
元AREVA社の原子炉供給部門であった
Framatome社がある。

●電源ポートフォリオ

【原子力行政体制】

フランス
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発電電力量 6,031億kWh

消費電力量 4,994億kWh

電力純輸入量 ▲327億kWh

重点国概況：ドイツ （202２年３月）

サイクル方針 • 再処理/ワンススルー/その他/未定

処分方針
• 高レベル・中低レベル放射性廃棄物はいずれも地層処分
• 処分場操業開始までは発電所サイト内で中間貯蔵

処分資金管理 • 事業者拠出金（一括納入済）を公的基金で管理（2017年から）

廃止措置状況 • 閉鎖：4基/解体中：26基/廃止措置完了：3基

廃止措置オプション • 即時解体/安全貯蔵/その他/未定（即時解体優先）

廃止措置資金管理 • 原子力事業者が各自引当金を計上して確保

●新増設

●燃料サイクル（バックエンド）

【原子力・エネルギー概況】

• 1998年に環境政党が連邦政権入り、2002年に原子力法を改正して脱原子力政策を開始
• 2010年に一度、「再エネへの橋渡し」として原子力を活用する観点から、既存炉の運転延長を決定したが、

2011年の福島第一原子力発電所事故を受けて運転延長を撤回。同年に原子力法を改正、2022年まで
に全原子炉を閉鎖することを決定

• 原子炉閉鎖は予定通り進んでおり2022年の脱原子力完了方針に変更はないと考えられる

• 原子炉の新規建設は原子力法で禁止されており、既存炉のリプレースを含め新増設は法的に不可能

●廃止措置

●原子力発電事業

• 1998年の電力自由化後の業界再編により、原子力発電事業者は自由化前の約10社から、E.ON、RWE、
EnBW、Vattenfallの4大グループ体制に収斂

• 脱原子力・再エネ促進政策の影響を受けた収益悪化を契機に、各社は事業領域の取捨選択と不採算資産
の大幅な整理を断行

• 連邦の脱石炭政策開始に先行して脱火力・再エネ重視にシフト
• 独電力の1位、2位を占めてきたE.ON社とRWE社は、資産交換を通じて E.ONに配電・サービス事業、RWE

社に発電・卸売事業を集約する企業の枠を超えた事業再編を実施

●原子炉ベンダー

• 現在、国内外に原子炉を供給するベンダー（ドイツ企業）はない
• 過去に原子炉を供給していた独シーメンス社の原子力資産は、仏AREVA社（現Framatome社)に全て移

管ずみ

●エネルギー政策

• 2045年カーボンニュートラルに向け、脱石炭・再エネ推進を加速。現政権は2030年の脱石炭完了、再エネ
電力比率8割（現行目標は65％）を視野に検討を行う方針

• 脱原子力・再エネ推進に脱石炭が加わり電気料金の更なる上昇が懸念。政府は再エネ補助への市場原理
導入に加え、コロナ回復施策の一環として補助金等による電気料金抑制策を図る

• 再エネを更に拡大しつつ電力供給の品質を保つためには、送電網の拡充が喫緊の課題

●原子力政策面積 35.7万km2 人口 8,319万人

通貨 1ユーロ＝130円（2022年3月中適用）

政治体制 連邦共和制

議会
二院制：連邦議会（定数598議席、調整議席を含め現在は709議席、任期4年）、連邦参
議院（69議席、各州の代表）

政府 首相 オラフ・ショルツ

GDP
3兆8620億ドル（2019年、独連
邦統計庁他）

GDP成長率
成長率 0.6％（2019年、独連
邦統計庁他）

発電電力量（2020年） 609億kWh

設備容量（net） 405.5万kW

基数
運転中3基/建設中0
基/計画中0基

●原子力基本データ（2022年3月資料）

【注目ポイント】

●国内電力量収支（2019年）

• 2022年までの原子力発電全廃を決定、2021年12月発足の現政権はさらに2030年の脱石炭完了も視野
• 廃止措置先進国であり、すでに3基で廃止措置完了。脱原子力に伴い、複数の大型商用炉で並行して廃止措置が

進行中。解体動向やクリアランス後の解体廃棄物の市中への放出・アクセプタンス動向にも注目

【基本データ】

行政体制の特徴

エネルギー政策、電気事業規制は連邦経済
省の所管だが、脱原子力政策を採っているド
イツには、原子力発電における「推進省庁」
は存在しない。なお、ドイツには連邦の委託に
より州が連邦法を執行する「連邦委託行政」
という制度があり、連邦環境・自然保護・原
子炉安全・消費者保護省の監督のもと、各
州環境省が当局として原子力安全規制を
担っている。

●電源ポートフォリオ

【原子力行政体制】

ドイツ
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重点国概況：韓国 （202２年３月）

サイクル方針 • 再処理/ワンススルー/その他/未定

処分方針

• 使用済燃料の処理・処分の方針は未定
• 中・低レベル放射性廃棄物処分場は2015年に操業開始ずみ
• 乾式再処理（パイロプロセス）の実現性検証のため米韓共同研究を2020年ま

で実施

処分資金管理
• 放射性廃棄物の管理費用は事業者が拠出し原子力環境公団（KORAD）が

基金として管理、処分費用については未定

廃止措置状況 • 閉鎖：2基/安全貯蔵中：0基/解体中：0基/廃止措置完了：0基

廃止措置オプション • 即時解体（古里1号機）/安全貯蔵/その他/未定

廃止措置資金管理 • 放射性廃棄物管理法に則り、事業者が引当金として積立・確保

●新増設

●燃料サイクル（バックエンド）

【原子力・エネルギー概況】

• 天然資源に乏しい国として、化石燃料への依存低減とエネルギー源の多様化の観点から原子力発電導入を
決定、その後はこれまで一貫して推進

• ウェスティングハウス（WH社）のターンキー契約による初号機運開は1978年。1987年以降技術の国産化
に着手し、現在24基が運転中、建設中が4基

• 文政権の脱原子力政策は大統領交代に伴って原子力積極利用、新設再開へと方向転換される見通し

• 現政権は一貫して脱原子力政策を堅持し、2020年12月に確定した第9次電力需給基本計画でも今後の
新増設は許可しない方針を確認していた

• 次期大統領に就任予定の尹錫悦候補は原子力利用推進を謳っており、現政権下で白紙化された新設計画
6基のうち、新ハンウル3、4号機については即時の新設計画復活を選挙公約に掲げている

●廃止措置

●原子力発電事業

• 原子力発電事業は韓国電力公社（KEPCO）の100%子会社である韓国水力原子力（KHNP）が独占
的に担う

●原子炉ベンダー

• 韓国電力公社（KEPCO）グループ（KHNP、KEPCO E&C）らが国産のOPR1000、APR1400を設計・
開発

• 原子炉容器、SG、RCP、タービン等の資機材は斗山重工業が独占的に製造を担い、輸出も行っているが、原
子炉設計ライセンサーではない

• 国産小型モジュール炉（SMART）を韓国原子力研究所（KAERI）が設計・開発

●エネルギー政策

• 文政権（2017年～）期間中は、国民の安全を守るためとして脱原子力、脱石炭の両立を目指した
• 再エネ発電比率（電力量ベース）を2040年までに30~35％とする第3次エネルギー基本計画を2019年6

月に閣議決定、2020年12月には2050年のカーボンニュートラル達成に向けたビジョン2050が発表
• 2022年3月の次期大統領選で当選した尹錫悦候補は脱原子力政策を転換する見通し

●原子力政策

面積 10万km2 人口 約5,178万人

通貨 1ウォン＝0.0961円（2022年3月中適用）

政治体制 民主共和国

議会 一院制（300議席）

政府
大統領 文在寅（ムン・ジェイン）（2017年5月就任）2022年5月より尹錫悦（ユン・ソクヨ
ル）

GDP
1兆6,463億ドル（2019年名目、
韓国統計庁）

GDP成長率 -1.0%（2020年、韓国銀行）

発電電力量（2020年） 1,526億kWh

設備容量（net） 2,315.0万kW

基数
運転中24基/建設中
4基

●原子力基本データ（2022年3月資料）

発電電力量 5,780億kWh

消費電力量 5,237億kWh

電力純輸入量 0億kWh

【注目ポイント】

●国内電力量収支（2019年）

• 2022年3月の大統領選で、原子力利用を推進する尹錫悦（ユン・ソクヨル）候補が当選。新増設を認めず設計寿
命を終えた原子炉から閉鎖する漸進的な脱原子力を堅持してきた文在寅政権の政策は大きく転換する見通し。

• 2022年5月に発足する新政権が打ち出すエネルギー、カーボンニュートラル政策に注目。
• 現政権下でいったん白紙化された新ハンウル3、4号機の新設計画は復活する可能性が高い。

【基本データ】

行政体制の特徴

エネルギー政策、電気事業規制は産業通商
資源部（MOTIE）の所管。原子力研究開
発は科学技術情報通信部（MSIT）及び
同部所管の原子力研究院（KAERI）が担
う。原子力安全規制は国務総理室直属の
原子力安全委員会（NSSC）、同TSOの
原子力安全技術院（KINS）、原子力統
制技術院（KINAC）が担う

●電源ポートフォリオ

【原子力行政体制】

韓国
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重点国概況：ロシア （202２年３月）

サイクル方針 • 再処理

処分方針
• 高レベル放射性固体廃棄物と長寿命中レベル放射性固体廃棄物は地層処分
• 低レベル放射性固体廃棄物と短寿命中レベル放射性固体廃棄物は浅地中処分

処分資金管理 • 事業者拠出金を公的基金で管理

廃止措置状況 • 閉鎖：3基/安全貯蔵中：4基/解体中：2基/廃止措置完了：0基

廃止措置オプション • 即時解体/安全貯蔵

廃止措置資金管理
• 1995年以降、各原子力発電所が廃止措置基金を積立
• 2008年以降、連邦重点プログラムにより予算取得

●新増設

●燃料サイクル（バックエンド）

【原子力・エネルギー概況】

• 2030年頃まではVVER型を中心に建設し、その後は第4世代炉に移行する計画
• クローズド燃料サイクルの確立を目指し、早くから高速炉や燃料サイクル技術の研究開発を展開
• 原子力の輸出拡大に向け、旧ソ連圏に限らず、中東、アフリカ、中南米、アジアにおける、エネルギー需要増が

期待される原子力新興国をターゲットに積極展開
• 浮揚式原子力発電所の分野では世界をリード

• 国内の総発電量に占める原子力比率を、2030年までに25～30％、2050年までに45～50％と引き上げて
いくため、大規模な新設およびリプレースを予定

• 浮揚式原子力発電所が2020年に運開、シベリアのチュコトカ地域の電力供給に寄与
• 2022年3月現在、2基のVVERと1基の鉛冷却高速炉を建設中

●廃止措置

●原子力発電事業

• ROSATOMグループのロスエネルゴアトム社がロシア国内の原子力発電所を管理
• ロスエネルゴアトム社は、ロシア国内の原子力発電所におけるライフサイクルのすべての段階（原子炉の立地、設

計、建設、運転、廃炉措置）で事業を実施（展開）している

●原子炉ベンダー

• ROSATOM国営原子力会社傘下のアトムエネルゴプロム社が民生用原子力部門を統括
• ロシア製VVERの設計・建設は、アトムエネルゴプロム社傘下のASE Group

●エネルギー政策

• 豊富な天然資源を輸出に回すため、国内の電源を原子力など非化石エネルギーで代替する戦略
• ロシアは2021年11月、2050年までに温室効果ガスの純排出量を2019年比で約60％削減し、2060年

までにカーボンニュートラルを達成する計画を公表
• 世界的な脱炭素の潮流の中、ロシアにおいても水素エネルギー開発に高い関心を示す

●原子力政策

面積 1,710万km2 人口 1億4,680万人

通貨 1ルーブル=約1.51円（2022年3月中適用）

政治体制 共和制、連邦制

議会 二院制：上院（各連邦構成主体から2名ずつ）、下院（450議席）

政府
大統領 ウラジーミル・ウラジーミロヴィチ・プーチン
首相 ドミトリー・アナトリエヴィチ・メドヴェージェフ

GDP 1兆2,807億米ドル（2016年） GDP成長率 1.5%（2017年）

発電電力量（2020年） 2,018億kWh

設備容量（net） 2,765.3万kW

基数
運転中37基/建設中
3基/計画中27基

●原子力基本データ（2022年3月資料）

発電電力量 11,163億kWh

消費電力量 7,555億kWh

電力純輸入量 ▲184億kWh

【注目ポイント】

●国内電力量収支（2019年）

• 原子力分野のリーダーとしての地位を維持・強化するため、東欧や新興国市場に対し、技術・サービスの輸出支援を政
治的規模で推進

• 原子力に係る民生、軍事、安全保障といったあらゆる分野を、 ROSATOM国営原子力会社の下で一体的に運営
• ロシア独自のVVER型炉の開発を始め、2016年には高速増殖炉（実証炉）、2020年には浮揚式原子力発電所

「アカデミック・ロモノソフ」が商業運転を開始するなど新型炉・小型炉開発を進めている点にも注目

【基本データ】

行政体制の特徴

国内の原子力施設に対する安全規制は、連
邦環境・技術・原子力監督庁
（Rostechnadzor）が担っている。
安全規制を除く原子力開発等の原子力行
政については、2007年12月に連邦原子力
庁（Rosatom）を改組して設置された
ROSATOM国営原子力会社が担っている。

●電源ポートフォリオ

【原子力行政体制】

ロシア
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重点国概況：英国 （202２年３月）

サイクル方針 • 再処理/ワンススルー/その他/未定

処分方針
• 低レベル放射性廃棄物は浅地中処分場で処分
• 浅地中処分場で処分できない低レベル・中レベル・高レベル放射性廃棄物はいず

れも中間貯蔵後に地層処分

処分資金管理
• 原子力廃止措置機関（NDA）所有で地層処分する廃棄物については政府支

出、EDFエナジー社所有で地層処分する廃棄物は引当金

廃止措置状況 • 閉鎖：5基/安全貯蔵中：26基/解体中：0基/廃止措置完了：0基

廃止措置オプション • 即時解体/安全貯蔵/その他/未定

廃止措置資金管理

• 原子力廃止措置機関（NDA）所有の原子力発電所の廃止措置資金は政府
が支出

• EDFエナジー社所有の原子力発電所の廃止措置資金は外部基金によって確保・
管理

●新増設

●燃料サイクル（バックエンド）

【原子力・エネルギー概況】

• 2008年以降、福島第一原子力発電所事故を経ても、一貫して原子炉新設を積極的に推進
• 英国政府は原子炉新設支援のため、建設資金調達において債務保証を付与するとともに、投資回収を担

保するための施策として、差金決済制度（CfD）を導入
• 新たな投資回収担保の枠組みとして規制資産ベース（RAB）モデルを適用する方針、現在法案を審議中

• 政府は新設推進方針であるが、基数・設備容量等は事業者・電力市場に委ねる意向
• 4基の新設が計画中

●廃止措置

●原子力発電事業

• 現在の原子力発電事業者は2009年にブリティッシュ・エナジー（BE）社を吸収合併し、原子力発電事業に
参入した民間のEDFエナジー社のみ

• 同社は8カ所の原子力発電所において12基のガス改良型炉（AGR）と1基の加圧水型炉（PWR）を運転
しているが、2030年までに全てのAGRを廃止措置段階へ移行予定

• 同社の所有する全ての原子力発電所が、2017年10月から開始された容量市場制度の適用対象

●原子炉ベンダー

• 現在、国内外に大型原子炉を供給するベンダー（英国企業）はない

●エネルギー政策

• 2008年気候変動法を2019年6月に改正し、2050年までの温室効果ガス削減目標（1990年比）を
80％削減から100％に引き上げ

• 2035年までの温室効果ガス削減目標（1990年比）を78％にする法律を制定
• 上記目標の実現及び電力安定供給のため、英国政府は原子炉（EPRのような大型炉だけでなく、SMRや

AMRも対象）新設も含め、低炭素電源開発や省エネ等への取組を強化していく方針

●原子力政策面積 24.3万km2 人口 6,680万人

通貨 1ポンド＝156円（2022年3月中適用）

政治体制 立憲君主制

議会 二院制：上院（定数なし）、下院（650議席）

政府 首相 ボリス・ジョンソン

GDP
1兆9, 570億ポンド
（2020年、英国統計局）

GDP成長率
-9.9%
（2020年、英国統計局）

発電電力量（2020年） 459億kWh

設備容量（net） 684.8万kW

基数
運転中11基/建設中
2基/計画中4基

●原子力基本データ（2022年3月資料）

発電電力量 3,211億kWh

消費電力量 2,953億kWh

電力純輸入量 211億kWh

【注目ポイント】

●国内電力量収支（2019年）

• 新たな経済支援策である規制資産ベース（RAB）モデルを適用可能とする法案提出により、2024年までの大型炉新
設に向けて大きく前進

• 政府が支援する小型モジュール炉（SMR）や先進モジュール炉（AMR）開発の進捗状況、特にロールスロイスSMR
社のGDA認証、および初のAMR実証炉として開発が進められる高温ガス炉（HTGR）に関する動向に注目

【基本データ】

行政体制の特徴

ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）
が英国全体の原子力安全を含め、原子力を
管轄している。原子力規制局（ONR）が独
立機関として安全規制を担っている。労働・
年金省、国防省、BEISがONRの活動に関
して、英国議会への説明責任を有している。
環境規制は地方政府に権限移譲されており、
イングランドの場合は環境規制機関（EA）
が責任を有している。

●電源ポートフォリオ

【原子力行政体制】

英国
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重点国概況：米国 （202２年３月）

サイクル方針 • 再処理/ワンススルー/その他/未定

処分方針

• 高レベル放射性廃棄物は地層処分
• ユッカマウンテンが法的には唯一の高レベル放射性廃棄物処分候補地
• 低レベル放射性廃棄物等は、放射能レベル等に応じて処分
• 使用済燃料処分のための中間貯蔵施設建設は、民間で2件の取組が進行中

処分資金管理 • 商用原子炉で発生した使用済燃料処分のために財務省に基金を設置

廃止措置状況 • 閉鎖:1基/安全貯蔵中:16基/解体中:8基/廃止措置完了:10基

廃止措置オプション • 即時解体/安全貯蔵/その他/未定

廃止措置資金管理
• 事業者がそれぞれの経営判断で廃止措置のための資金確保
• NRCによる規制要件として一定の額を積み立てていることを定期的に証明

●新増設

●燃料サイクル（バックエンド）

【原子力・エネルギー概況】

• 原子力利用については、概ね超党派的な支持を受けており、バイデン政権においても政権と議会による原子力
へのスタンスは変わらない

• FY22予算教書でDOE原子力局は、過去最高となる18.5億ドルを要求し、気候変動対策に向けた、先進
炉の商業化支援の姿勢を打ち出す

• インフラ投資法案（2021年11月成立）においても、原子力を支援する内容が盛り込まれ、既設炉に対する
財政的支援、先進炉実証プログラム（ARDP）に対する予算措置などが明記

• 2005年エネルギー政策法などを通じて新設促進を促してきたが、政策で想定された程新設は実現せず、唯一
建設が進むヴォーグル3,4号機（AP1000 2基）でも運開時期は当初計画から6年以上遅延

• 一方で、SMRについては、資金提供や国立研究所におけるバウチャー提供以外にも、国立研究所の敷地活用
も含めた支援を実施し、アイダホ国立研究所においてNuScale社製SMR初号機の建設準備が進む

●廃止措置

●原子力発電事業

• 現在の原子力発電事業者は約20社
• 主要事業者のエクセロン社、デューク・エナジー社、エンタジー社はそれぞれ21基、11基、8基の原子炉を所有
• 80年運転を目指す動きもある一方で、自由化州では、州政府の財政的支援があるものの引き続き事業環境は

厳しい状況

●原子炉ベンダー

• GE日立ニュークリアエナジー社、ウェスティングハウス社は、原子炉を含む原子力関連の広範な製品の販売とその
関連サービスを行う多国籍企業。

• ウェスティングハウス社は、AP1000以外にもマイクロリアクターの開発も行う。3Dプリンター製の原子炉部品も開
発し商業炉へ適用する動きも

• GE日立ニュークリアエナジー社はSMRであるBWRX-300の開発を推進
• この他、ニュースケール・パワー社等の複数のスタートアップ企業がSMR開発を推進

●エネルギー政策
• 2021年1月、バイデン民主党政権が誕生。パリ協定に復帰する大統領令に署名するなど、気候変動対策に

積極的に取り組んでいく方針
• 気候変動に関連して、原子力の活用を挙げており、インフラ投資法案やFY22予算教書の中で、先進炉および

既存炉の双方を支援していく方向性
●原子力政策

面積 962.8万km2 人口 3億3,006万人

通貨 1米ドル＝115円（2022年3月中適用）

政治体制 大統領制、連邦制

議会 二院制：上院（100議席／任期6年）、下院（435議席／任期2年）

政府 大統領 ジョセフ・R・バイデン

GDP
18兆4,226億ドル（2020年実
質）

GDP成長率 -3.5％（2020年）

発電電力量（2020年） 7,899億kWh

設備容量（net） 9,552.3万kW

基数
運転中93基/建設中
2基/計画中3基

●原子力基本データ（2022年3月資料）

発電電力量 43,709億kWh

消費電力量 38,292億kWh

電力純輸入量 390億kWh

【注目ポイント】

●国内電力量収支（2019年）

• 原子力の競争力が低下する中、既設炉の救済に向けた取組が複数の州で実施。連邦政府も支援の検討へ。
• ヴォーグル3,4号機（AP1000, 2基）の建設は工期中にパンデミックが発生したこと等を背景に、運開時期を2022

年（3号機）、2023年（4号機）に後ろ倒し。
• 小型モジュール炉（SMR）は、DOEの支援の下、2020年代の市場導入に向けて研究開発や規制対応の準備が

進む。

【基本データ】

行政体制の特徴

エネルギー省は、エネルギー保障と核安全保
障を所掌している。具体的な役割として、核
兵器の製造と管理、原子力技術の開発、エ
ネルギー源の安定確保、及びこれらに関連し
た先端技術の開発などがある。安全規制は、
原子力規制委員会が所掌している。同委員
会は、国土を4カ所に区分し、規制を行ってい
る。

●電源ポートフォリオ

【原子力行政体制】

米国
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重点8カ国の国別プロファイル
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中国
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原子力発電を積極的に拡大。2021～2025年を対象とした第14次五カ年計画では、2025年末まで

に原子力発電の設備容量を7,000万kWとするとの目標を提示

基本情報

中国

基本情報
面積 962.8万km2 人口 約14億人
公用語 中国語
通貨 １元=1８円 （2022年3月中適用）

政治

政治体制 人民民主共和制
議会 一院制（全国人民代表大会）

政府 国家主席 習 近平
国務院総理（首相） 李 克強（共産党）

経済

GDP 約14兆8,608億ドル（2020年、IMF）
2.3％増（2020年、中国国家統計局）

経済の特徴および概況
中国では、景気は新型コロナウイルス等を背景に依然として厳しい状況に
あるが、持ち直し基調にあり、これが続くことが期待される。ただし、感染
の再拡大が経済活動に与える影響によっては、景気が下振れするリスク
がある。また、金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：1,194,860 水力：361,130 原子力：44,660 その
他：358,800

電力供給体制の
概要

2002年の電力改革により電力工業部の流れをくむ国家電力公司が分割
され、現在の5大電力会社が設立された。同時に発送電も分離され、発電
部門とは独立して設立された国家電網公司および中国南方電網有限責任
公司がほぼ国内全土の電力供給を担っている。

電源種別発電電力量

電力の70％弱を石炭に依存
している。消費地までの輸送
コストや安定供給、環境保護
などの面から原子力発電が
推進されているが、原子力の
シェアはいまだ5％未満にと
どまっている。また、再生可
能エネルギーの開発にも注
力している。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

6,521,640 発電電力量
(百万kWh)

7,472,175 電力純輸入
量

(百万kWh)

-16,791

運 転 中 の 原
子力プラント

53基
（PWR50基, 
PHWR2基,

HTGR1基）

建設中の原
子力プラント

19基
（PWR17基、

FBR2基）

計画中の原
子 力 プ ラ ン
ト

34基

電力需要の推移と見通し

2021年9月にIEAが公表した「中国におけるカーボンニュートラルに向けたエネルギー部門のロー
ドマップ」によれば、中国の公表済みの約束に基づくシナリオ（APシナリオ）では、2030年には電
力需要が9,000TWhを超え、2050年には約15,000TWhになるとの見通しが示されている。

・保有資源
原油（シェールオイルを含む）：50,121（百万ト
ン）
石炭：5,931,953（百万トン）
天然ガス：3兆8,410億（立方メートル） ウラ
ン：120,000（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
34億0,339万石油換算トン

・エネルギー自給率
80.2％（原子力含）、77.8％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：2.7％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：5,076.9万kW 発電電力量：3,447億kWh

運転中：53基（PWR50基、PHWR2基、HTGR1基）

建設中：19基（PWR17基、FBR2基） 計画中：34基 原子力シェア：4.9

原子力施設所在地図

中国
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⚫ WNA, Nuclear Power in China

⚫ 第13次五カ年計画

⚫ 第14次五カ年計画

⚫ CNNC

⚫ CGN

⚫ SPIC

⚫ SNPTC

⚫ IAEA, Nuclear Fuel Cycle Information 

System

⚫ 廃棄物合同条約中国第6回国別報告書

⚫ WNA, China's Nuclear Fuel Cycle

⚫ 原子力安全法

⚫ 国家核安全局

⚫ 北京地質研究院（BRIUG）

⚫ 中国北山地下研究所建設工程環境影響報告書

⚫ WNA, Nuclear Power in Pakistan

⚫ WNA, Nuclear Power in Argentina

出所

中国

⚫ 英国Office for Nuclear Regulation
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フランス
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世界有数の原子力大国。2022年2月に大統領が、2035年までに原子力発電比率を50％まで低下さ

せる減原子力政策を撤回。改良型の欧州加圧水型原子炉（EPR）6基の建設を決定。さらに最大8基を

追加し、合計最大14基の建設とすることも検討。国内初のEPRがフラマンヴィルサイトで建設中。

基本情報

フランス

基本情報
面積 54.4万 km2 人口 6,706万人
公用語 仏語
通貨 1ユーロ＝130円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 共和制
議会 二院制 国民議会（577議席）、上院（348議席）

政府 大統領 エマニュエル・マクロン
首相 ジャン・カステックス

経済

GDP 2兆7,070億米ドル（2019年名目、IMF）
成長率 1.3%（2019年、IMF）

経済の特徴および概況
世界的金融・経済危機の影響により、2009年は戦後最低のマイナス成長
を記録した。その後経済は回復基調に転じたが、欧州債務問題の深刻化
に伴い2012年以降再び成長は鈍化。2015年に景気は緩やかな回復に
転じ、2019年は＋1.5%となった。2017年に就任したマクロン大統領
は、法人税率の引下げやエコロジーへの移行の加速等を実施。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：19,783 水力：25,793 原子力：63,130 その他：
24,751

電力供給体制の
概要

発電を行っているのは主に、国が株式の8割以上を保有するフ
ランス電力（EDF）である。送配電もEDFが行っていたが、電力
自由化の流れをうけて、同社の送配電部門が送電系統運用株
式会社（RTE）として設立され、さらに配電部門もフランス電力
配電社（Enedis）として分離された。なおEDFはRTEの株式の
半分とEnedisの全株式を保有している。

電源種別発電電力量

発電電力量のうち7割超を
原子力発電で賄っている。ま
た原子力発電に次いで発電
電力量が多いのは水力であ
る。マクロン政権は原子力の
割合を50％まで縮減する減
原子力政策を撤回、再エネと
原子力の両方を推進してい
く方針である。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

431,872 発電電力量
(百万kWh)

566,18
6

電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

-57,663

運 転 中 の 原
子力プラント

56基（PWR） 建設中の原
子力プラント

1基（PWR） 計画中の原子力
プラント

0基

電力需要の推移と見通し

2015年8月の「グリーン成長のためのエネルギー転換に関する法律」（エネルギー転
換法）に基づき、2020年4月に改定された多年度エネルギー計画（PPE）は、2028
年までの電力需要が4,260億kWhとなるとの想定を示している。

・保有資源
原油（シェールオイルを含む）：1,013（百万ト
ン）
石炭：390（百万トン）
天然ガス：100億（立方メートル） ウラン：
11,500（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
2億4,248万石油換算トン

・エネルギー自給率
55.0％（原子力含）、11.3％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：42.9％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：6,137万kW 発電電力量：3,387億kWh

運転中：56基（PWR） 建設中：1基（PWR） 計画中：0基 原子力シェア：７０.6%

原子力施設所在地図

フランス
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⚫ 大統領府

⚫ 首相府

⚫ エコロジー移行省

⚫ 会計検査院

⚫ ASN

⚫ ANDRA

⚫ AREVA社

⚫ CEA

⚫ EDF

⚫ EDFエナジー

⚫ ENGIE社

⚫ Alstom社

⚫ 英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省

⚫ 中国国家能源局

⚫ NAAREA社

⚫ Assystem社

出所

フランス
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ドイツ
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設備容量：405.5万kW 発電電力量：609億kWh

運転中：3基 建設中：0基 計画中：0基 原子力シェア：11.3%

原子力施設所在地図

ドイツ
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原子力業界構造

ドイツ

連邦環境・自然保護・原子炉安全・消費者保護省（BMUV)監督の下、州当局が原子力の安全規制を担う。

原子力に関する州間委員会（LAA)を通じて連邦大での規制調和を図っている。規制における検査等で

は、技術支援機関が立ち会いを行うなど、支援を提供する。電気事業に関しては自由化のもと、発送電

分離が行われている。
⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ CDU・CSU・SPD2013年、2018年連立協定

⚫ SPD、緑の党、FDP 2021年連立協定

⚫ CIA, The World Factbook

⚫ IAEA, Nuclear Fuel Cycle Information 

System (NFCIS)

⚫ M.Weis, M. Flakowski, R. Haid, F. 

Plaputta, F Volker, Plutonium-

Verwertung: 40 Jahre MOX-Einsatz in 

deutschen Kernkraftwerken, 

Atomwirtschaft, December 2006.

⚫ UN, Energy Statistics Yearbook 

⚫ 原子力法

⚫ サイト選定法

⚫ 再生可能エネルギー法

⚫ 2015年廃止措置・廃棄物管理費用に係る二次責任

法

⚫ 連邦政府

⚫ 連邦環境・自然保護・原子炉安全省（BMU）

出所

ドイツ

⚫ 連邦経済・エネルギー省（BMWi）

⚫ 連邦放射線防護庁（BfS）

⚫ 連邦放射性廃棄物処分安全庁（BASE）

⚫ 高レベル放射性廃棄物処分委員会最終報告書

⚫ 連邦憲法裁判所

⚫ 欧州司法裁判所

⚫ 原子力安全条約ドイツ国別報告書

⚫ RWE社

⚫ E.ON社

⚫ EnBW社

⚫ Vattenfall社

⚫ 脱原子力に係る費用確保に関する協定（バックエ

ンド協定）

⚫ 成長・構造変革・雇用委員会最終報告書

⚫ ドイツ水素戦略
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インド
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経済成長に伴う電力需要増大への対応として、原子力開発を推進。2027年までに原子力設備容量を

1,７00万kWまで増大させる目標を持ち、世界の原子力拡大を牽引する国のひとつである。トリウム

燃料サイクルを推進している点が特徴的。

基本情報

インド

基本情報

面積 328.7万km2 人口 13億8,000万人
公用語 連邦公用語はヒンディー語、他に憲法で公認されている州の

言語が21
通貨 1ルピー=1.541円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 共和制
議会 二院制：上院（250議席）、下院（545議席）

政府 首相 ナレンドラ・モディ

経済

GDP 2兆6,230億米ドル（2020年名目、世界銀行）
成長率 -7.9％（2020年、世界銀行）

経済の特徴および概況
2017年度のGDP成長率は6.7%、2018年度は6.1%と高い成長率を維持したもの
の、 2019年度は4.2％と減速。2020年度は、新型コロナウイルスの感染拡大防止策
として全土ロックダウンを実施したことから、4-6月期のGDP成長率は前期比－
23.9%と統計開始後最悪の水準に落ち込んだ。今後、コロナ禍からの経済回復に向け
た政策及び政権運営が注目される。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：282,350 水力：45,447 原子力：6,780 その他：
77,196

電力供給体制の
概要

電力供給体制は各州により異なる。事業者には、中央政府・州
政府管轄下の公社、民間の電気事業者が存在する（原子力発電
事業は中央政府が独占的に実施）。

電源種別発電電力量

石炭産出量の豊富なインドでは、
石炭火力が発電電力量の7割
以上を占めている。石炭火力に
次ぐ主力電源は水力、天然ガス
火力であり、原子力の比率はわ
ずかである。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

1,310,884 発電電力量
(百万
kWh)

1,623,691 電力純輸入
量

(百万kWh)

-3,698

運 転 中 の 原
子力プラント

23基（PHWR19
基、BWR2基、

PWR（VVER）2
基）

建設中の原
子力プラン
ト

8基
（PHWR2基、

FBR1基、
PWR

（VVER）4基）

計画中の原
子 力 プ ラ ン
ト

１2基

電力需要の推移と見通し

インド電力省が2018年に発行した「国家電力計画（NEP）」（第12次、第13次5カ年
計画に対応）では、2017年3月時点で約1兆2,000万kWhだった電力需要が、
2027年3月までに約2兆kWhに増大する見通しが示されている。

・保有資源
原油（シェールオイルを含む）：764（百万トン）
石炭：393,465（百万トン）
天然ガス：1兆4,890億（立方メートル）
ウラン：77,000（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
9億3,794万石油換算トン

・エネルギー自給率
62.4％（原子力含）、61.3％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：1.3％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量688.5万kW 発電電力量：404億kWh

運転中：23基 建設中：8基 計画中：12基 原子力シェア：3.3%

原子力施設所在地図

インド
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原子力業界構造

インド

規制当局は原子力規制委員会（AERB）。インドにおける原子力事業は発電、研究開発、燃料製造まで一

括して原子力庁（DAE）のもと、国営での事業体制となっている。規制、事業部門がいずれも原子力の国

家方針を決定する原子力委員会の傘下にあるが、AERBはDAEとは独立して規制を行っているとして

いる。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ インド議会

⚫ インド原子力発電公社（NPCIL）

⚫ 計画委員会

⚫ 原子力庁（DAE）

⚫ 国際原子力機関（IAEA）

⚫ インド首相府

⚫ 米国務省

⚫ カメコ社ニュースリリース

⚫ バーバ原子力研究センター（BARC）

⚫ インド原子力規制委員会（AERB）

⚫ インド電力庁、国家電力計画

出所

インド
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韓国
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設備容量：2,315万kW 発電電力量：1,526億kWh

運転中：24基（PWR21基, PHWR3基） 建設中：4基（PWR） 計画中：0基 原子力シェア：２９．６%

原子力施設所在地図

韓国
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原子力業界構造

韓国

電力、エネルギー政策は産業通商資源部（MOTIE）、原子力研究開発は科学技術情報通信部（MSIT）

が所管。原子力安全規制は原子力安全委員会（NSSC）が担う。

原子力産業サプライチェーンの大部分は半官半民の電力公社（KEPCO）グループ会社が担うが、民間

企業の斗山重工業が主要資機材のOEM生産で強みを発揮、SMRモジュールの製造・輸出も今後期待。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ IAEA, Country Nuclear Power Profiles, Korea

⚫ 韓国政府ポータルサイト

⚫ 大統領府

⚫ 尹錫悦（次期大統領）サイト

⚫ 産業通商資源部

⚫ 科学技術情報通信部

⚫ 外交部

⚫ 韓国電力公社

⚫ 韓国水力原子力株式会社

⚫ 原子力安全委員会

⚫ 原子力環境公団

⚫ 原子力発電白書

出所

韓国
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ロシア
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原子力発電を積極的に拡大。国内の総発電電力量に占める原子力発電の比率を2030年までに25～

30％、2050年までに45～50％とすることを想定し、新設や次世代炉の開発を進展。高速増殖炉の原型

炉であるBN-600が運転中であるほか、実証炉BN-800が2016年に定格出力で商業運転を開始

基本情報

ロシア

⚫ 電力⚫ 基本情報

基本情報
面積 １,７１０万km2 人口 1億4,680万人
公用語 ロシア語
通貨 1ルーブル=約1.5１円（202２年３月中適用）

政治

政治体制 共和制、連邦制
議会 二院制：上院（各連邦構成主体から2名ずつ）、下院（450

議席）
政府 大統領 ウラジーミル・ウラジーミロヴィチ・プーチン

首相 ドミトリー・アナトリエヴィチ・メドヴェージェフ

経済

GDP 1兆2,807億米ドル（2016年）
成長率 1.5%（2017年）

経済の特徴および概況

石油・天然ガスなどの天然資源に経済的・財政的に依存するロシアでは、
2015年、国際的な原油価格の低迷を受けて経済・財政状況が悪化した。
2015年の成長率はマイナス3.7％、2016年はマイナス0.2%であった。
その後油価の上昇により、2017年は1.5％のプラスとなった。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：190,215 水力：51,333 原子力：29,140 その他：
913

電力供給体制の
概要

発送配電は分離されている。発電は、ロスエネルゴアトム社のほ
か、卸売発電会社や広域発電会社など複数の会社が行っている。
送電・配電は国営のロスセーチー社が統括し、傘下の連邦送電
会社（FGC UES）が送電を、地域／地域間配電会社（IDGC／
RDGC）が配電を担当している。

電源種別発電電力量

天然ガスによる発電が最も
多く、約半数を占める。水力、
石炭火力、原子力がそれぞれ
20 %程度を占める。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

755,550 発電電力量
(百万
kWh)

1,116,350 電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

-18,430

運 転 中 の 原
子力プラント

3７（PWR21
基、黒鉛炉１２
基、FBR2基、

浮揚式2基）

建設中の原
子力プラン
ト

3基（PWR2
基、鉛冷却高

速炉1基）

計画中の原子力
プラント

27基

電力需要の推移と見通し

ロシアの電力消費量は2013 年には7,440億kWhであったが、2020年に1兆
2880 億kWh、2030年には1兆5,530 億kWhの需要が見込まれている。

・保有資源
原油：49,494（百万トン）
石炭：4,297,136（百万トン）
天然ガス：32兆2,710億（立方メートル）
ウラン：216,500（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
7億7,265万石油換算トン

・エネルギー自給率
195.5％（原子力含）、188.4％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：７．１％

⚫ エネルギー
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設備容量：2,７６５.３万kW 発電電力量：２,０１８億kWh

運転中：3７基（PWR21基、黒鉛炉１２基、FBR2基、浮揚式2基）、 原子力シェア：２０．６%

建設中：3基（PWR2基、鉛冷却高速炉1基）

計画中：27基

原子力施設所在地図

ロシア
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国外動向（２）

ロシア

国 プラント名 炉型 基数 備考

ベラルーシ
オストロベツ
2号機

VVER-1200 1
建設中（2013年建設開
始）

インド
クダンクラム
3、4号機

VVER-1000 2
建設中（３，４号機は
2017年建設開始）

バングラデシュ ルプール1、2号機 VVER-1200 2
建設中（1号機は2017
年、2号機は2018年建
設開始）

トルコ アキュ1、2、３号機 VVER-1200 ３

建設中（1号機は201８
年、2号機は20２０年、3
号機は2021年建設開
始）

イラン ブシェール2号機 VVER-1000 1
建設中（２０19年建設開
始）

中国 田湾7号機 VVER-1200 １
建設中（２０２１年建設開
始）

中国 徐大堡３号機 VVER-1200 １
建設中（２０２１年建設開

始）

表 ロシア国外の原子力プロジェクトの状況（20２２年３月現在）

建設中：１１基

国 プラント名 炉型 基数 備考

中国 田湾8号機 VVER-1200 1

中国 徐大堡4号機 VVER-1200 １

フィンランド ハンヒキビ1 VVER-1200 1

イラン ブシェール3号機 VVER-1000 1

アルメニア メタモール3号機 VVER-1000 1

エジプト エルダバ1、2、3、4号機 VVER-1200 4 建設許可申請を提出済

トルコ アキュ4号機 VVRE-1200 １
2021年10月、建設許可
を取得

契約済：１０基

国 プラント名 炉型 基数 備考

インド
クダンクラム
５、6号機

VVER-１０００ 2

2017年計
画に係る枠
組み協定を
締結

ハンガリー パクシュ5、6号機 VVER-1200 2

スロバキア ボフニチェV3 VVER-1200 1

ウズベキスタ
ン

レイク・チューダクー
ル

VVER-1200 2
2028年

運開予定

受注確定：７基
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Russia

⚫ WNA, Nuclear Power in Russia

⚫ WNA, Russia's Nuclear Fuel Cycle

⚫ Energy Strategy of Russia for the period up to 2030

⚫ Energy Strategy 2035（ES-2035）

⚫ 廃棄物合同条約ロシア第６回国別報告書

⚫ ロシア大統領府

⚫ ROSATOM社

⚫ ロスエネルゴアトム社

⚫ Mayak社

⚫ NO RAO社

⚫ ロシア連邦環境・技術・原子力監督庁

出所

ロシア
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英国
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設備容量：684．8万kW

発電電力量：685億kWh

運転中：11基（AGR10基、PWR1基）

原子力シェア：20%

建設中： ２基（EPR）

計画中：4基（EPR2基、華龍1号2基）

原子力施設所在地図

英国
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原子力業界構造

英国

気候変動対策等も所掌するBEISが原子力政策を担う。独立機関であるONRが規制を担い、DWP等

が議会への説明責任を負う。放射性廃棄物処分・廃止措置はNDAの子会社が実施。

原子力発電事業者はEDFエナジー社のみ。

原子力行政・事業構造 電気事業構造
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⚫ WNA, Nuclear Power in United Kingdom

⚫ 英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）

⚫ 英国原子力規制局（ONR）

⚫ 英国原子力廃止措置機関（NDA）

⚫ 英国ガス・電力市場規制局（Ofgem）

⚫ EDFエナジー社

⚫ 放射性廃棄物管理会社(RWM)

⚫ Financial Times紙

⚫ 英国議会

⚫ ナショナル・グリッド社

⚫ ロールス・ロイス社

⚫ ロールス・ロイスSMR社

⚫ モルテックス・エナジー社

⚫ カナダ原子力安全委員会

出所

英国
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米国
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基本情報

米国

基本情報
面積 962.8万km2 人口 3億3,006万人
公用語 英語（法律上の定めはない）
通貨 1米ドル＝115円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 大統領制、連邦制
議会 二院制：上院（100議席／任期6年）、下院（435議席／任期

2年）
主要政党：民主党、共和党

政府 大統領 ジョセフ・R・バイデン

経済

GDP 18兆4,226億米ドル（2020年実質）
成長率-3.5％（2020年）

経済の特徴および概況

米国では、景気は新型コロナウイルス等を背景に依然として厳しい状況に
あるが、持ち直し基調にあり、これが続くことが期待される。ただし、感染
の再拡大が経済活動に与える影響によっては、景気が下振れするリスク
がある。また、金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

・保有資源
原油（シェールオイルを含む）：543,788（百万
トン）
石炭：8,370,813（百万トン）
天然ガス：10兆4,410億（立方メートル）
ウラン：207,400（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
22億1,275万石油換算トン

・エネルギー自給率
97.4％（原子力含）、87.6％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：9.9％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
電源種別設備容量
（千kW）

火力：767,009 水力：102,801 原子力：99,433 その
他：149,888

電力供給体制の
概要

3,000以上の様々な電気事業者が存在。電気事業規制は原則、
州が権限を有し、一部の州では総括原価方式が維持。料金規制
を受ける規制事業者と、州法により規制緩和され、マーチャント
プラントとして相対取引や卸市場で電力を販売する多数の事業
者が併存。

電源種別発電電力量

米国では歴史的に、他電源よ
り燃料費の安い石炭が最大
の電源で、発電電力量の約4
割を占めてきた。しかし
シェールガス革命によるガス
価格下落に伴い、電源ミック
スにおける天然ガスが最大
の電源となった。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

3,829,267 発電電力量
(百万kWh)

4,370,9
88

電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

39,047

運 転 中 の 原
子力プラント

9３基
（PWR62基, 
BWR31基）

建設中の原子
力プラント

2基
（PWR）

計画中の原子力
プラント

3基

電力需要の推移と見通し

エネルギー省エネルギー情報局（DOE/EIA）の「2018年版エネルギー見通し」によ
れば、経済的要件、技術要件は現状の延長を前提とし、2020年以降に原子力発電プ
ラントの新設がないと仮定したケースでは、原子力発電容量は2050年に79GWま
で（2017年比で20％）減少すると予測。

2021年1月にバイデン民主党政権が誕生。大統領就任日に「パリ協定」に復帰する大統領令に署名する

など、気候変動対策に積極的に取り組んでいく方針。原子力発電電力量は世界一。
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設備容量：9,552.3万kW 発電電力量：7,899億kWh

運転中：93基（PWR62基, BWR31基）建設中：2基（PWR）計画中：3基 原子力シェア：19.7%

原子力施設所在地図

米国
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国内動向：ベンダー動向

米国

大型軽水炉を開発してきた従来のベンダーは、従来の大型炉の展開を図りつつも、先進炉開発に力を入

れる。先進炉開発においては、スタートアップ企業も開発を主導し、規制当局の承認を得る動きも。

開発ベンダー（企業の属性） 対象炉 最近の動向

NuScale社（スタートアップ） VOYGR • 2020年9月 NRCが標準設計承認（SDA）を発行（米国初）
• 2021年4・5月 日揮およびIHIがそれぞれ4,000万ドルをNuScale社に出資することを発表
• 2021年5月 SMRを搭載した海上発電システムの開発と商用化に関し、加プロディジー社とMOUを締結
• 2021年6月 米GS Energy North America Investments社と投資契約を締結
• ２０２１年8月 エクセル・エナジー社と運転支援サービスの提供に係るMOUを締結
• ２０２１年１１月 海洋原子力発電所の導入に向け加Prodigy社および加Kinetrics社とMOUを締結

GEH社（プラントメーカ） BWRX-300 • ２０２０年12月 1件目の許認可トピカルレポートについて、NRCが最終安全評価報告書を発行
• ２０２１年7月 加カメコ社および米GNF-A社と商業化・導入促進に向けたMOUを締結
• 2021年12月 加OPG社がダーリントンサイトに建設するSMRとして米GEH社のBWRX-300を選定

X-エナジー社（スタートアップ） Xe-mobile • 2021年3月 DODの可搬式マイクロリアクター設計プロジェクトに選定

X-エナジー社 Xe-100 • 2020年10月 ARDP（先進炉実証）において支援先に選定

テラパワー社（スタートアップ）
（GEH社と共同設計）

ナトリウム冷却高速炉 • 2020年10月 ARDP（先進炉実証）において支援先に選定
• 2021年6月 NRCに規制関与計画書を提出（建設許可：2023年8月提出予定）
• 2022年1月 日本原子力研究開発機構（JAEA）、三菱重工業（MHI）、三菱FBRシステムズ株式会社とMOUを締結

USNC社（スタートアップ） MMR • 2021年6月 イリノイ大学内に研究・試験炉施設を建設する許可申請の趣意書をNRCに提出
• 2022年２月 アラスカ州の電力会社であるコッパ―・バレー電気協会とフィージビリティスタディを実施中であると発表

WH社（プラントメーカ） eVinci • 2020年12月 ARDP（将来の実証のためのリスク低減）において支援先に選定

Kairos Power社（スタートアップ） Kairos Power KP-X
（複数タイプあり）

• 小型試験炉ヘルメスについて、ARDP（将来の実証のためのリスク低減）において支援先に選定
• 2021年7月 東テネシー技術パークに2026年の運開を目指し、1億ドルを投資することを発表

BWXT社（製造企業） BANR • 2020年12月 ARDP（将来の実証のためのリスク低減）において支援先に選定

BWXT社 不明 • 2021年3月 DODの可搬式マイクロリアクター設計プロジェクトに選定

ホルテック社（技術開発・プロジェクト管理
企業）

SMR-160 • 2020年12月 ARDP（将来の実証のためのリスク低減）において支援先に選定
• 2020年12月 NRCに許認可トピカルレポートを提出

サザン社子会社（電気事業者） MCRE • 2020年12月 ARDP（将来の実証のためのリスク低減）において支援先に選定

ARC社（スタートアップ） ARC-100 • 2020年12月 ARDP（先進炉コンセプト）において支援先に選定

General Atomics社（製造企業） FMR • 2020年12月 ARDP（先進炉コンセプト）において支援先に選定

MIT（大学） HTGR • 2020年12月 ARDP（先進炉コンセプト）において支援先に選定

表 米国における主要な先進炉開発状況と近年の動向





Copyright © Mitsubishi Research Institute 115

⚫ エネルギー省（DOE）

⚫ ホワイトハウス

⚫ 原子力規制委員会（NRC）

⚫ 連邦議会

⚫ 国防総省（DOD）

⚫ 米環境保護庁（EPA）

⚫ テネシー計画開発公社（TVA）

⚫ イリノイ州議会

⚫ コネチカット州

⚫ エクセロン社

⚫ サザン社サザン・カリフォルニア・エディソン（SCE）社

⚫ ウェスティングハウス（WH）社

⚫ ゼネラル・エレクトリック社（GE）

⚫ サウスカロライナ・ガス＆エレクトリック（SCE）社

⚫ エンタジー社

出所

米国

⚫ ウェースト・コントロール・スペシャリスト（WCS）社

⚫ ロチェスター・ガス＆エレクトリック社

⚫ ジョージア・パワー社

⚫ ニュースケール・パワー社

⚫ テレストリアル・エナジー社

⚫ Xエナジー社

⚫ 米国濃縮会社（USEC）／セントラス・エナジー社

⚫ オマハ公営電力（OPPD）

⚫ 米国原子力協会（NEI）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 116

準重点国の国別プロファイル
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ポーランド
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原子力発電の新規導入を計画。2033年までに初号機、2043年までに計6基の第3世代（または第

3+世代）のPWRを建設する方針。次の段階として、高温ガス炉等小型炉による熱利用も視野。

基本情報

ポーランド

基本情報
面積 32.2万km2 人口 3,827万人
公用語 ポーランド語
通貨 1ズロチ＝28.63円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 共和制
議会 二院制：上院（100議席／任期4年）、下院（460議席／任期

4年）
政府 大統領 アンジェイ・ドゥダ

首相 マラウシュ・モラヴィエツキ

経済

GDP 5,230億ユーロ（2020年、欧州委員会速報値）
成長率 -2.7％（2020年、IMF）

経済の特徴および概況
2004年EU加盟以降、2014年までに計50％の成長を達成。2012年には
欧州債務危機により1.6％の成長となったが、順調に回復。2018年には
5.1％の成長を達成。2020年には新型コロナウイルス流行の影響を受けた
が、他のEU諸国と比べると影響は限定的であった。（ポーランド中央統計局）。

・保有資源
原油（シェールオイルを含む）：22（百万トン）
石炭：429,321（百万トン）
天然ガス：950億（立方メートル）
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
1億0,272万石油換算トン

・エネルギー自給率
9.0％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：原子力未導入

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
電源種別設備容量
（千kW）

火力：34,314 水力：2,392 原子力：0 その他：6,340

電力供給体制の
概要

発送配電は分離されている。発電はPGE、TAURON、ENEA、
ENERGA等複数の企業が行っている。送電はPSE 
Operator社、配電はPGE、TAURON、ENEA、ENERGA等
複数の企業が行っている。

電源種別発電電力量

ポーランドでは石炭火力発
電が総発電電力量の大部分
を占めるが、再生可能エネル
ギーをはじめとする低炭素
電源の拡大を進めており、わ
ずかながら石炭比率が低下
傾向にある。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

140,384 発電電力量
(百万kWh)

162,713 電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

10,616

運 転 中 の 原
子力プラント

0基 建設中の原子
力プラント

0基 計画中の原子力
プラント

0基

電力需要の推移と見通し

「2040年までのエネルギー政策（PEP2040）」策定に際し2018年に示されたエネ
ルギー見通しによると、電力需要は2020年には約165TWh、2040年には約
230TWhまで増加すると見込まれている。
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設備容量：0kW 発電電力量：0kWh

運転中：0基 建設中：0基 計画中：6基（PWR） 原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

ポーランド
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原子力業界構造

ポーランド

規制当局は原子力庁（PAA）。原子力・放射線安全規制を担う。ポーランドは原子力未導入国であり、国

内にベンダー、原子力発電事業者は存在しない。政府所有のポーランド原子力発電会社（PEJ）が原子力

発電導入のプロジェクト会社として活動している。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Poland

⚫ WNA, Nuclear Power in Poland

⚫ Polityka Energetyczna Polski do 2040 roku （PEP2040）

⚫ ポーランド原子力庁

⚫ PGE

⚫ PGE EJ1資料

⚫ AREVA社

⚫ ポーランド首相府

⚫ ポーランド気候・環境省

⚫ ポーランドエネルギー規制局

⚫ Ｓｙｎｔｈｏｓ社

⚫ ＺＥ PAK社

⚫ 米国エネルギー省

⚫ フランス電力

⚫ 韓国水力原子力

出所

ポーランド
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チェコ
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旧ソ連製原子炉VVER6基が稼働。政府は原子力発電を拡大する方針。第一弾としてドコバニで原子炉

を増設、2036年までに運開させる計画であり、ベンダー入札への招請者を決める手続き等が進行中。

基本情報

チェコ

基本情報
面積 7.9万km2 人口 1,069万人
公用語 チェコ語
通貨 1チェコ・コルナ＝約5.32円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 共和制
議会 二院制：上院（81議席、任期6年）、下院（200議席、任期4年）

政府 大統領 ミロシュ・ゼマン
首相 ペトル・フィアラ

経済

GDP 2,415億米ドル（2020年、IMF）
成長率 -5.6％（2020年、IMF）

経済の特徴および概況
2020年第1四半期には、新型コロナウイルスの影響を受けマイナス成長
になった。だが近年は、製造業を中心に労働力不足が大きな課題となっ
ている。ユーロ導入については、2018年末にはチェコ財務省がユーロ導
入の時期に関する目標を設定しないことを公表しており、導入時期は未
定。

・保有資源
原油（シェールオイルを含む）：2（百万トン）
石炭：30,004（百万トン）
天然ガス：40億（立方メートル）
ウラン：1300（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
4,275万石油換算トン

・エネルギー自給率
63.9％（原子力含）、45.8％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：18.5％

⚫ エネルギー

電源種別設備容量
（千kW）

火力：13,331 水力：2,264 原子力：4,290 その他：
2,391

電力供給体制の
概要

発・送・配電が分離（法的分離）されているが、チェコ電力（CEZ
社）が大きなシェアを有している。

電源種別発電電力量

石炭火力が総発電電力量の
5割を占めており、原子力発
電の比率は約1/3である。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

58,430 発電電力量
(百万kWh)

85,86
4

電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

-13,093

運 転 中 の 原
子力プラント

6基（PHWR） 建設中の原子
力プラント

0基 計画中の原子力
プラント

1基

電力需要の推移と見通し

政府が2015年5月に承認した長期エネルギー戦略では、チェコにおける電力消費量
は2040年までに、2015年比で20％近く増加すると見込まれている。
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設備容量：393.4万kW 発電電力量：284億kWh

運転中：6基 建設中：0基 計画中：1基 原子力シェア：37.3%

原子力施設所在地図

チェコ
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原子力業界構造

チェコ

規制当局は原子力安全局（SUJB）。原子力・放射線安全規制を担う。電気事業では政府が70％出資す

るチェコ電力（CEZ）が発電の2/3を占め、欧州有数の大規模電気事業者として活動している。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ IAEA, Country Nuclear Power Profiles

⚫ STÁTNÍ ENERGETICKÁ KONCEPCE ESKÉ 

REPUBLIKY, Dexember 2014

⚫ 廃棄物合同条約チェコ国別報告

⚫ Energy in Central and Eastern Europe 

(CEE)

⚫ チェコ政府

⚫ チェコ産業貿易省（MPO）

⚫ チェコ気候保護計画2017年

⚫ チェコ原子力安全局（SUJB）

⚫ チェコ議会上院

⚫ チェコ議会下院

⚫ 放射性廃棄物処分機関（SÚRAO）

⚫ チェコ電力（CEZ社）

出所

チェコ

⚫ ウェスティングハウス社

⚫ GE日立ニュークリア・エナジー社

⚫ ロールスロイス社
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ブルガリア
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現在唯一の原子力発電所であるコズロドイで2基のプラントが運転中、ベレネ原子力発電所でプラント

を1基新設する計画が進行中。

基本情報

ブルガリア

基本情報

面積 11万 km2 人口 693万人
公用語 ブルガリア語
通貨 単位：レフ（複数形：レヴァ）

1ユーロ＝1.95583レヴァ（固定相場制）

政治

政治体制 共和制
議会 一院制（240議席）

政府 大統領 ルメン・ラデフ
首相 ステファン・ヤネフ

経済

GDP 691億1,000万ドル（2020年、世界銀行）
成長率 -4.2％（2020年、世界銀行）

経済の特徴および概況

2004年EU加盟以降、2014年までに計50％の成長を達成、EU内で
2008年以降もプラス成長を維持した唯一の国。2012年後半には欧州
債務危機の影響による個人消費の落ち込みから1.6％の成長となったが、
順調に回復。2018年には5.1％の成長を達成（ブルガリア中央統計局）。

・保有資源
原油（シェールオイルを含む）：20（百万トン）
石炭：11,062（百万トン）
天然ガス：60億（立方メートル）
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
1,833万石油換算トン

・エネルギー自給率
64.3%（原子力含）、41.6％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：23.6％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
電源種別設備容量
（千kW）

火力：4,017 水力：3,379 原子力：1,967 その他：1,923

電力供給体制の
概要

石炭火力の占める割合が最も高く、半分近くを占めている。原
子力が石炭火力に続いており、約1／3を占める。

電源種別発電電力量

石炭火力の占める割合が最
も高く、半分近くを占めてい
る。原子力が石炭火力に続い
ており、約1／3を占める。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

30,116 発電電力量
(百万kWh)

43,84
9

電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

-5,802

運 転 中 の 原
子力プラント

2基（PWR） 建設中の原子
力プラント

0基 計画中の原子力
プラント

1基
（PWR）

電力需要の推移と見通し

発電電力量は2005年、2010年、2015年でそれぞれ439億kWh、460億kWh、
487億kWhと推移し、2019年は４３８億kWhとなっている（上の表より転記）。「ブ
ルガリアのエネルギーと気候変動に係る統合計画2021-2030」では、電力需要が
2020年から2030年で12.4％増加するとの見通しが示されている。
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設備容量：200.6万kW 発電電力量：159億kWh

運転中：2基 建設中：0基 計画中：1基（PWR） 原子力シェア：40.8%

原子力施設所在地図

ブルガリア
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, 

Bulgaria

⚫ WNA, Nuclear Power in Bulgaria 

⚫ CMS社

⚫ 原子力安全条約ブルガリア第8回国別報告書

⚫ 欧州委員会

⚫ INTEGRATED ENERGY AND CLIMATE 

PLAN OF THE REPUBLIC OF BULGARIA 

2021–2030

⚫ 廃棄物合同条約ブルガリア第6回国別報告書

⚫ フルアー社

出所

ブルガリア
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ルーマニア
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設備容量：130万kW 発電電力量：106億kWh

運転中：2基 建設中：0基 計画中：2基（PWR） 原子力シェア：19.9%

原子力施設所在地図

ルーマニア
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原子力業界構造

ルーマニア

エネルギー省傘下で、政府が筆頭所有者であるニュークリアエレクトリカ社が原子力発電事業を実施。安

全規制は原子力利用に関わる政府機関から独立した国家原子力委員会（CNCAN）が担当。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Romania

⚫ WNA, Nuclear Power in Romania

⚫ CMS社

⚫ 原子力安全条約ルーマニア第8回国別報告書

⚫ 欧州委員会

⚫ The 2021-2030 Integrated National Energy and Climate Plan

⚫ 廃棄物合同条約ルーマニア第6回国別報告書

⚫ ニュークリアエレクトリカ社

⚫ カナダ連邦天然資源省

⚫ 米国 ホワイトハウス

⚫ 米国 国務省

⚫ ルーマニア大統領府

⚫ SNC-ラヴァリン社

出所

ルーマニア
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ハンガリー
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設備容量：190.2万kW 発電電力量：152億kWh

運転中：4基 建設中：0基 計画中：2基（PWR） 原子力シェア：48.0%

原子力施設所在地図

ハンガリー
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原子力業界構造

ハンガリー

ハンガリー唯一のパクシュ原子力発電所は、ほぼ国営のハンガリー電力の子会社が運転している。

安全規制機関のハンガリー原子力庁（HAEA）は、組織・財務面で独立性を有する公共行政機関である。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Hungary

⚫ WNA, Nuclear Power in Hungary

⚫ CMS社

⚫ 原子力安全条約ハンガリー第8回国別報告書

⚫ 欧州委員会

⚫ National Energy and Climate Plan

⚫ 廃棄物合同条約ハンガリー第6回国別報告書

⚫ PAKS II. ZRT

出所

ハンガリー
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カナダ
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州により電源ポートフォリオは大きく異なるが、オンタリオ州では50%以上を原子力で賄う。

2021年6月には2050年までの温室効果ガス排出ネットゼロ目標を掲げた法律が成立

基本情報

カナダ

基本情報
面積 998.5万km2 人口 3,789万人
公用語 英語、仏語
通貨 1カナダドル＝９１円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 立憲君主制（イギリス型議院内閣制と連邦主義に立脚）
議会 二院制。上院（105議席）、下院（338議席）、主要政党：自由党

保守党、ブロック・ケベコワ
政府 国家元首 エリザベス二世女王（但し、総督が女王の代行を務

める。現総督は、メアリー・サイモン）
首相 ジャスティン・トルドー

経済

GDP 1兆9,392億米ドル（2019年名目、世界銀行）
成長率 -5.3％（2020年、カナダ統計局）

経済の特徴および概況
カナダでは、景気は新型コロナウイルス等を背景に依然として厳しい状況に
あるが、持ち直し基調にあり、これが続くことが期待される。ただし、感染の
再拡大が経済活動に与える影響によっては、景気が下振れするリスクがある。
また、金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

・保有資源
原油（シェールオイルを含む）：29,947（百万ト
ン）
石炭：315,786（百万トン）
天然ガス：1兆9,870億（立方メートル）
ウラン：357,500（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
3億0,559万石油換算トン
・エネルギー自給率
177.9％（原子力含）、169.0％（原子力除）
・一次エネルギー供給における
原子力シェア：8.6％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
電源種別設備容量
（千kW）

火力：37,322 水力：81,396 原子力：14,033 その他：
16,011

電力供給体制の
概要

州によって異なるが多くが発送配電一貫型で、州営、公営の電
気事業者が電力供給する地域が多い。ただし、私営事業者も存
在。なお一部の州では電力市場が自由化されている。

電源種別発電電力量

水力発電の資源量が多く、電
源種別発電電力量でも全体
の約6割を水力発電が占め
る。構成比は州によって大き
く異なり、化石燃料資源の少
ないオンタリオ州などの東部
では原子力発電の割合が高
い。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

529,570 発電電力量
(百万kWh)

653,4
04

電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

-47,058

運 転 中 の 原
子力プラント

19基
（PHWR）

建設中の原子
力プラント

0基 計画中の原子力
プラント

0基

電力需要の推移と見通し

カナダエネルギー規制機関（CER）が2020年11月に公表したエネルギー予測によ
ると、電化の進展によりレファレンスシナリオにおける2050年の電力は2020年比
で設備容量が17%、発電量が28%増えると見込まれている。また、気候変動に対す
る国際的な取組のトレンドを考慮した発展シナリオでは設備容量が2020年比で
45%増加すると見込まれている。
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設備容量：1,362.4万kW 発電電力量：922億kWh

運転中：19基（PHWR19基）建設中：0基 計画中：0基 原子力シェア：14.6%

原子力施設所在地図

カナダ
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原子力業界構造

カナダ

州営電気事業者が原子力発電事業を実施しており、CANDU炉の開発等も自国で実施されている。

連邦制国家であるが安全規制は連邦機関のカナダ原子力安全委員会（CNSC）が所掌している。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造（メーカー以外はオンタリオ州の事例）
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⚫ 連邦議会

⚫ 連邦政府法令データベース

⚫ 連邦天然資源省

⚫ SMRロードマップウェブサイト

⚫ SMRアクションプランウェブサイト

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles

⚫ 核燃料廃棄物管理機関（NWMO）

⚫ オンタリオ・パワー・ジェネレーション（OPG）社

⚫ カナダ原子力安全委員会（CNSC）

⚫ オンタリオ州政府

⚫ ブルースパワー社

⚫ IAEA PRIS

⚫ SNC-ラヴァリン社

⚫ テレストリアルエナジー社

出所

カナダ
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調査対象国の国別プロファイル
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ブラジル
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現在2基のプラントが運転中であり、資金難等で中断した3基目の建設プロジェクトでも、体制の整備な

どが進んでいる。また4基目以降の建設に向け、海外企業との協力を進めている。

基本情報

ブラジル

基本情報
面積 851.2万km2 人口 2億947万人
公用語 ポルトガル語
通貨 1レアル＝2０．82円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 連邦共和制（大統領制）
議会 二院制（上院81名，下院513名）

政府 大統領 アルベルト・フェルナンデス

経済

GDP 1兆8,850億米ドル（2018年名目、世界銀行）
成長率 1.1%（2019年、ブラジル地理統計院）

経済の特徴および概況
同国は世界9位かつ南米で最大の経済規模を誇る。2018年の経済成長率はプラス
1.1％で2019年もプラス1.1%と前年と同じ伸び率。（ブラジル地理統計院）。過去に
巨額の対外債務に苦しんだブラジルであるが、2007年以降は対外債権が対外債務
を上回り純債権国となっている。他方、インフレ率は2015年累積で10.67％（ブラジ
ル地理統計院）と、目標圏中央値（6.5％）を上回って推移し、インフレ抑制のために利
上げがなされたが、2016年以降はインフレ率の低下を受け、政策金利の引き下げが
行われた。インフレ率の2019年累積は4.31％である。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：40,561 水力：104,198 原子力：1,990
その他：16,760

電力供給体制の
概要

発送配電は州によって異なっている。サンパウロ州やリオデ
ジャネイロ州等の南東部では民間事業者が発電、配電を担当し、
州営事業者やブラジル電力公社（Eletrobras社）傘下の企業
が送電を担当している。北部や北東部ではEletrobras社傘下
のEletronorteが発送配電を担当する。

電源種別発電電力量

水力発電の占める割合が圧
倒的であり、約63％を占め
る。原子力は約2％を占めて
いる。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

513,651 発電電力量
(百万kWh)

626,32
8 

電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

24,953

運 転 中 の 原
子力プラント

2基 建設中の原子
力プラント

1基 計画中の原子力
プラント

0基

電力需要の推移と見通し

ブラジルの発電電力量は2000年に3,480億kWh、2019年には6,490億kWh
であった。2029年の発電電力量は9,420億kWhとなると予測されている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：13,624
石炭：30,444
天然ガス：4,240億（立方メートル）
ウラン：155,100（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
2億9,270万石油換算トン

・エネルギー自給率
103.0％（原子力含）、101.6％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：1.4％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：188.4万kW

発電電力量：132億kWh

運転中：2基 建設中：1基 計画中：0基

原子力シェア：2.1%

原子力施設所在地図

ブラジル
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⚫ 2050年までの長期国家エネルギー計画（PNE2050）

⚫ CONVENTION ON NUCLEAR SAFETY REPORT BY THE 

GOVERNMENT OF THE FEDERAL REPUBLIC OF BRAZIL 

FOR THE EIGHTH REVIEW MEETING IN MARCH/APRIL 

2020

⚫ Eletronuclear社

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles Brazil

⚫ IAEA Power Reactor Information System

⚫ JOINT CONVENTION ON THE SAFETY OF SPENT FUEL 

MANAGEMENT AND ON THE SAFETY OF RADIOACTIVE 

WASTE MANAGEMENT NATIONAL REPORT OF BRAZIL 

FOR THE 6th REVIEW MEETING

⚫ Paris Agreement Brazil’s Nationally Determined 

Contribution (NDC)

⚫ ROSATOM国営原子力会社

⚫ World Nuclear Association “Nuclear Power in Brazil”

出所

ブラジル
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アルゼンチン
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2基のプラントが運転中であり、3基目となるSMRも中断を挟みつつ建設は進められる。4基目のプラ

ントとして、中国と協力して華龍1号を建設する予定となっている。

基本情報

アルゼンチン

基本情報
面積 ２87万km2 人口 4,５３８万人
公用語 スペイン語
通貨 1ペソ＝約1.１1円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 立憲共和制
議会 二院制、上院（72議席）、下院（257議席）、上院議長は副大統

領が兼任。
政府 大統領 アルベルト・フェルナンデス

経済

GDP 3,831億ドル（2020年、世銀）
成長率 -9.9％（2020年、世銀）

経済の特徴および概況
2001年後半、金融不安が金融危機や全般的な経済危機に転化。政府は対外債務の支払い停止（デフォルト）、兌換制
の放棄（自由変動相場制への移行）を行った。政府はデフォルト後、2005年と2010年に民間債務再編を強行した。公
的債務については、2014年にパリクラブとの間で返済計画について合意がなされた。マクリ前政権発足後に国際金融
市場に復帰し、外貨取引規制の撤廃等の開放自由経済政策が推進された。しかし2018年2月以降、ペソの価値が米ド
ル等主要通貨に対し急速に減価し、財政・金融面で困難な状況に陥り、IMFに支援を要請せざるを得ない状況に陥った。
2019年12月に発足したフェルナンデス政権は、国民が実感できる形での早期の経済立直しを優先するとし、債務再
編、為替安定、インフレ抑制を重視。外国法準拠の民間債務約652億ドルの再編については、債権者と協議を行った結
果、8月にほぼすべての債権者と債務再編に合意。今後は、IMF等との公的債務再編交渉が重要な課題となっている。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：28,122 水力：11,308 原子力：1,755
その他：943

電力供給体制の
概要

発送配電は分離されている。発電については、100以上の発電事
業者が行う。送電は地域間を連携する送電線を保有する
Transener社および地域内を結ぶ送電線を保有する6つの地域
送電会社が担当している。配電については、約40の配電会社が担
当している。

電源種別発電電力量

天然ガスによる発電が約
65%を占めている。残りの
主要電源は水力、石油で、原
子力発電は約6％を占める。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

125,616 発電電力量
(百万kWh)

139,146 電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

10,686

運 転 中 の 原
子力プラント

3基 建設中の原
子力プラント

1基 計画中の原子力
プラント

1基

電力需要の推移と見通し

電力消費は1990年代以降急速に増加。総発電電力量も2000年の890億kWhから2016年に
は1,370億kWhに伸びている。2030年の発電電力量は、2つの異なる電力需要シナリオに基づ
き算出されており、1,790億kWhもしくは2,140億kWhとなると予測されている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：385
石炭：9,270
天然ガス：3,320億（立方メートル）
ウラン：8,600（トン

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
7,9４４万石油換算トン

・エネルギー自給率
93.5％（原子力含）、91.3％（原子力除

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：2.8％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：164.1万kW

発電電力量：100億kWh

運転中：3基 建設中：1基 計画中：1基

原子力シェア：7.5%

原子力施設所在地図

アルゼンチン
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⚫ Argentinean National Report for the Convention on 

Nuclear Safety Eight Report

⚫ CANDU OWNERS GROUP

⚫ IAEA Power Reactor Information System

⚫ JOINT CONVENTION ON THE SAFETY OF SPENT FUEL 

MANAGEMENT AND ON THE SAFETY OF RADIOACTIVE 

WASTE MANAGEMENT SIXTH NATIONAL REPORT

⚫ Update of the net emissions goal to 2030 of the 

Argentina’s Second NDC

⚫ World Nuclear Association “Nuclear Power in 

Argentina”

⚫ World Nuclear News

⚫ アルゼンチン原子力発電会社

出所

アルゼンチン
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メキシコ
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現在2基のプラントが運転中。政府の電力開発プログラムに原子炉の具体的な新規建設計画はないが、

担当大臣は原子力発電拡大に前向き。

基本情報

メキシコ

基本情報
面積 １９６万km2 人口 1億2,6０１万人
公用語 スペイン語
通貨 1ペソ＝約５.61円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 立憲民主制による連邦共和国
議会 二院制（上院128議席（任期6年）、下院500議席（任期3年））

政府 大統領 アンドレス・マヌエル・ロペス・オブラドール

経済

GDP １兆７６０億ドル（20２０年、IMF）
成長率 -8.2％（2020年、IMF）

経済の特徴および概況
1994年に発効した北米自由貿易協定（NAFTA）の締約国である。世界的な経済危
機の影響により、2009年の実質経済成長率はマイナス4.7％となったが、その後回
復。原油価格の低迷を受け、2015年1月に歳出削減措置が発表されたが、米国経済
の回復基調・ペソ安の影響により北米輸出が堅調となり、また国内民間消費も好調で
あったことから、成長率が2015年は2.5%、2016年は2.3％、2017年は2.1％、
2018年には2.0％で、2010年から9年連続のプラス成長を記録した。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：54,388 水力：12,628 原子力：1,608
その他：8,297

電力供給体制の
概要

メキシコ電力公社（CFE）が中心となり、発送配電を行っている。

電源種別発電電力量

総発電電力量に占める天然
ガスの割合が半分を超えて
いる。その他石油、石炭、水
力などに加え、原子力発電
（約3％）も活用している。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

280,023 発電電力量
(百万kWh)

344,17
6 

電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

3,907

運 転 中 の 原
子力プラント

２基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子力
プラント

０基

電力需要の推移と見通し

メキシコ・エネルギー省（SENER）の「電力セクター展望2018-2032」によれば、2018
年から2032年の期間におけるメキシコの電力消費量の伸び率は年平均3.1%と予測さ
れており、電力消費量は2018年の約3,133億kWhから2032年には約4,848億
kWhへと増加する見通し。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：1,496
石炭：5,422
天然ガス：3,240億（立方メートル）
ウラン：2,800（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
1億8,３７０万石油換算トン

・ エネル ギ ー自 給率 87.6 ％ （原子 力含 ）、
85.6％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：1.6％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：155.2万kW

発電電力量：109億kWh

運転中：2基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：4.９%

原子力施設所在地図

メキシコ
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles Mexico

⚫ Nationally Determined Contributions 2020 Update

⚫ 国家電力システム開発プログラム（PRODESEN）2018-2032

⚫ 国家電力システム開発プログラム（PRODESEN）2021-2035

出所

メキシコ
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スイス
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原子力は水力と並ぶ主要電源だが、福島第一原子力発電所事故後、2011年5月に政府が段階的脱原子

力を決定。2018年に、新炉建設禁止・既存炉の運転期間制限なしを軸とする原子力法改正が発効。

2019年、スイス初の商用炉閉鎖として、ミューレベルク（1基）が恒久停止された。

基本情報

スイス

基本情報
面積 4.1万km2 人口 867万人
公用語 ドイツ語、フランス語、イタリア語、ロマンシュ語
通貨 1スイス・フラン＝１２5円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 連邦共和制
議会 2院制（上院（全州議会）46議席、下院（国民議会）200議席）

政府 イグナツィオ・カシス大統領
（大統領は7名の大臣の輪番制、任期1年）

経済

GDP 7,474億ドル（2020年名目、日本貿易振興機構）
成長率 -2.98％（2020年、日本貿易振興機構）

経済の特徴および概況
スイスフラン高の影響もあり、2015年の経済成長は伸び悩んだが、
2016年および2017年は穏やかに回復。貿易収支・経済収支とも安定
的な黒字を維持。しかし2020年には新型コロナウイルス流行による影響
等から経済成長率でマイナスを記録。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：0
石炭：0
天然ガス：該当データなし
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
2,４４４万石油換算トン

・エネルギー自給率
52.2％（原子力含）、24.2％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：28.3％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
電源種別設備容量
（千kW）

火力：940 水力：15,542 原子力：3,333
その他：2,246

電力供給体制の
概要

発電部門の80％を国内の大手4グループ（Alpiq、AXPO、BKW、EWZ）
が占めている。送電事業については、2013年以降、国内単一の送電会社
「スイスグリッド」に完全移行され、所有権分離が完了している。配電事業
はほとんどが公営事業者によって行われている。

電源種別発電電力量

スイスは水力資源の豊富な
国であり、発電電力量の5割
程度を水力発電が占めてい
る。原子力は水力に次ぐ第2
の電源であり、冬場に出力が
低下する水力を補完する重
要な役割を果たしている。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

57,186 発電電力量
(百万kWh)

70，549 電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

-5,721

運 転 中 の 原
子力プラント

4基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子力
プラント

０基

電力需要の推移と見通し

2050年カーボンニュートラルを前提とした場合、2050年の電力需要は2020年の56TWhから
76TWhに増加する見通し。
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設備容量：296万kW

発電電力量：230億kWh

運転中：4基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：32.9%

原子力施設所在地図

スイス
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⚫ IAEA, Nuclear Fuel Cycle Information System (NFCIS)

⚫ 原子力法(KEG) 

⚫ 原子力安全条約スイス国別報告書

⚫ Energieperspektive 2050+

⚫ 放射性廃棄物管理共同組合(NAGRA)

⚫ 連邦エネルギー庁（BFE）

⚫ 連邦環境・運輸・エネルギー・通信省（UVEK）

⚫ 連邦原子力安全検査局（ENSI）

⚫ 連邦環境庁（BAFU）

⚫ 連邦議会

⚫ BKW社

⚫ AXPO社

出所

スイス
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ベルギー
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2003年の脱原子力法によって原子炉新設の禁止と原子炉運転年限が規定。一部原子炉については、

当初想定の運転期間の40年を10年間延長することが認められているが、2025年までに全ての原子

炉が閉鎖される予定。

基本情報

ベルギー

基本情報
面積 ３．１万km2 人口 1,149.3万人
公用語 オランダ語、フランス語、ドイツ語
通貨 1ユーロ＝１３0円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 立憲君主制
議会 二院制（下院：150名、上院：60名）

政府 国家元首 フィリップ国王
首相 アレクサンダー・ドゥ＝クロー

経済

GDP 5,296.07億米ドル（2019年名目、世界銀行）
成長率 1.4％（2019年、ベルギー連邦計画局）

経済の特徴および概況
同国の経済成長率は2017年：1.9％、2018年：1.5％、2019年：1.4％と比較的安定して推移
していたが、新型コロナウイルス危機により、2020年はマイナス7.4％の落ち込みが予測され
ている（ベルギー連邦計画局）。2014年に発足したミシェル前政権は、外国企業投資の維持のた
め、ユーロ圏内でも割高な賃金コストの軽減に向けた経済社会政策を進めた。財政赤字と債務の
削減が課題であり、政府は2021年までの基礎的財政収支の均衡を目指していたが、新型コロナ
ウイルス危機による各種対策のため、2020年の財政赤字は同120％近くに上る見通し。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：8,205 水力：1,418 原子力：5,918
その他：7,252

電力供給体制の
概要

発電部門では仏ENGIE（旧GDF-Suez）社傘下のエレクトラベル
社が、原子力発電を含む国内全ての発電設備容量の約7割を保有
する第一の発電事業者となっている。送電部門はElia社が担当し、
配電については、地域ごとに複数の事業者が配電系統の運用を
行っている。

電源種別発電電力量

ベルギーの発電電力量の約
40％が原子力によって賄わ
れている。次いで、天然ガス
火力が全体の約3割を占め
るが、ベルギーは国内にエネ
ルギー資源をほとんど有して
いないため、輸入に依存して
いる。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

81,953 発電電力量
(百万kWh)

92,867 電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

-1,849

運 転 中 の 原
子力プラント

７基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子力
プラント

０基

電力需要の推移と見通し

政府が2015年1月に公表した電力需要の見通しでは、2010年から2030年にかけて、ベルギー
の電力需要は年率0.76％の割合で増加するとされており、2010年時点の電力需要が904億
kWhであったのに対し、2030年の需要は1,051億kWhにのぼると見込まれている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：該当データなし
石炭：4,510
天然ガス：0
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
5,４８８万石油換算トン

・エネルギー自給率
22.0％（原子力含）、8.0％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：20.7％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：59４.２万kW

発電電力量：328億kWh

運転中：7基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：39.1%

原子力施設所在地図

ベルギー
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⚫ Energy policies of IEA countries, Belgium

⚫ OECD/NEA、“Radioactive waste management 

programmes in OECD/NEA member countries, 

Belgium”2010

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles 

⚫ 「商業原子力発電からの段階的撤退に関する法律」（脱原子力法）

⚫ 欧州司法裁判所

⚫ ベルギー憲法裁判所

⚫ ベルギー連邦原子力規制機関（AFCN/FANC）

⚫ ONDRAF／NIRAS

⚫ 連邦経済・中小企業・自営業・エネルギー省

⚫ ベルギー気候・エネルギー大臣官房

⚫ ENGIE（旧GDF-Suez）社

⚫ Elia社

出所

ベルギー
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フィンランド
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電力の輸入依存体質も背景に、国内5基目のプラントとしてEPRの建設を進めており、工期遅延が生じ

るも2022年運開予定。6基目もロシアとの協力の下建設許可取得に向けた取組が進められている。

基本情報

フィンランド

基本情報
面積 33.8万km2 人口 ５５１万人
公用語 フィンランド語、スウェーデン語（全人口の約5.2％）
通貨 1ユーロ＝１３0円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 共和制
議会 一院制（200議席、任期4年）

政府 大統領 サウリ・ニーニスト
首相 サンナ・マリン

経済

GDP 約7,793億ドル（2019年、IMF）
成長率 0.2％（2019年、IMF）

経済の特徴および概況
豊かな森林資源を活かした製紙・パルプ・木材、金属・機械産業および情報通信産業が主要な産
業である。また北欧で唯一、通貨ユーロを導入している。2012年から2014年にかけて3年連
続でマイナス成長が継続したが、2015年度のGDP成長率は0.1％、2016年は2.1%、2017
年は3.0%、2018年は2.4%とプラス成長が続いている。だが外需に依存した輸出中心の経済
体質や高い失業率等の課題も多く、2018年の政府財政収支は15.5億ユーロ（対GDP比
0.7％）の赤字であり、累積債務は1,375億ユーロ（対GDP比58.9％）であった。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：8,902 水力：3,287 原子力：2,784
その他：2,181

電力供給体制の
概要

発電は半官半民や民間の複数の電気事業者が行い、基幹系統の送
電は政府が出資するフィングリッドが一元管理している。配電は、
地方自治体の公営企業や外資の民間事業者が行っている。

電源種別発電電力量

原子力発電が最も多く、フィ
ンランドの発電電力量の三
分の一程度を占める。次いで
再生可能エネルギーと水力
発電が、それぞれ約四分の一
で続いている。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

81,640 発電電力量
(百万kWh)

68,642 電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

20,035

運 転 中 の 原
子力プラント

4基 建設中の原子
力プラント

1基 計画中の原子力
プラント

1基

電力需要の推移と見通し

フィンランドでは従来、電力需要に占める森林産業の割合が高かったが、近年では家
庭・農業部門やサービス・輸送部門の電力需要が増えている。政府の2016年の国家
エネルギー・気候戦略では、2015年の総電力消費量が830億kWhであったのに対
して、2030年には基準ケースで920億kWhに増加するとの予測が示された。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：該当データなし
石炭：1,270
天然ガス：該当データなし
ウラン：1,100（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
3,３３２万石油換算トン

・エネルギー自給率
57.7％（原子力含）、40.2％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：18.7％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：279.4万kW

発電電力量：224億kWh

運転中：4基 建設中：1基 計画中：1基

原子力シェア：33.9%

原子力施設所在地図

フィンランド
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⚫ Fennovoima社

⚫ Finland’s Integrated National Energy and Climate 

Plan

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles Finland

⚫ STUK

⚫ TVO

⚫ フォータム社

⚫ ポシバ社

⚫ 雇用経済省

出所

フィンランド
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スウェーデン
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原子力は水力とともに電力供給の柱となっている。原子力発電の利用は継続することとしており、既存

炉のリプレースも認められているが、その取り組みは進んでいない。

基本情報

スウェーデン

基本情報
面積 4５万km2 人口 1,022万人
公用語 スウェーデン語
通貨 1スウェーデン・クローナ＝13円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 立憲君主制
議会 一院制（349議席、任期4年）

政府 国家元首 カール16世グスタフ国王
首相 ステファン・ロヴェーン
左派少数連立政権（2019年1月成立）

経済

GDP 5,511億米ドル（2018年、IMF）
成長率 2.3％（2018年、IMF）

経済の特徴および概況
世界経済の混乱を受けて2012年、2013年に低迷した経済成長率は、
2014年以降に高い伸びを記録し、2015年は4.2％、2016年は3.4％、
2017年は2.1％であった（数字はIMF）。2018年以降も経済成長が続くと
見込まれている。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：8,408 水力：16,431 原子力：8,656
その他：7,728

電力供給体制の
概要

1996年に電力市場が自由化されているほか、国際的な電力取引
も盛んに行われている。発送電は分離されており、送電については
国営のスウェーデン系統運用局（Svenska Kraftnät）が基幹系
統や国際連系線を所有・管理し、配電系統は全ての経済主体に開
放されている。

電源種別発電電力量

スウェーデンでは化石燃料の
ほとんどを輸入に頼ってい
るが、化石燃料による発電電
力量はごくわずかである。主
力は水力と原子力で、両方を
合わせて総発電電力量の約
80％を占めている。また、再
生可能エネルギーの拡充に
も力を入れている。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

124,535 発電電力量
(百万kWh)

１６8,417 電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

9,070

運 転 中 の 原
子力プラント

6基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子力
プラント

０基

電力需要の推移と見通し

スウェーデンにおける電力消費量は、過去20年にわたってほぼ横ばいとなっている。うち半分近く
が産業用に消費されているが、特に同国の輸出に大きく貢献しているエネルギー集約型の産業に
おける電力需要は、2050年にかけて高水準で推移すると見込まれている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：875
石炭：781
天然ガス：該当データなし
ウラン：5,000（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
4,902万石油換算トン

・エネルギー自給率
73.0％（原子力含）、37.1％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：35.1％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：68８.２万kW

発電電力量：474億kWh

運転中：6基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：29.8%

原子力施設所在地図

スウェーデン
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⚫ Sweden’s Integrated National Energy and Climate 

Plan

⚫ スウェーデン政府

⚫ スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB）

⚫ スウェーデン放射線安全機関（SSM）

⚫ Vattenfall社

⚫ OKG社

出所

スウェーデン
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イタリア
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原子力発電所はチェルノブイリ原子力発電所事故後の世論等を踏まえ全て廃止済みであり、再開に向け

た動きが出るも東京電力福島第一原子力発電所事故後に断念された。

基本情報

イタリア

基本情報
面積 30.1万km2 人口 6,046万2千人
公用語 イタリア語
通貨 1ユーロ＝１３0円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 共和制
議会 二院制：上院（315議席＋終身議員6名）、下院（630議席）

政府 大統領 セルジョ・マッタレッラ（2015年2月就任、任期7年）
首相 マリオ・ドラギ（2021年2月13日発足）

経済

GDP 31,288ドル（2020年：IMF推計）
成長率 4.2%（2021年IMF推計値）

経済の特徴および概況
経済成長率は、ユーロ導入以降一貫してユーロ圏平均より低い。2018年6月成立の
第1次コンテ政権は拡張的財政政策により経済成長を促進し、税収増によって財政健
全化を目指す。2019年9月成立の第2次コンテ政権は、EUとの協調姿勢を示しつつ、
低所得層への減税の必要性を強調し、付加価値税の据え置き、投資環境整備等の施
策を打ち出す。新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、国内の経済活動が停止
し、税金・社会保障費の支払い猶予等、一連の経済政策が実施された。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：61,276 水力：22,498 原子力：0
その他：30,446

電力供給体制の
概要

イタリア電力公社（ENEL）が国内第一の発電事業者である。送
電部門はENELの送電設備管理会社であったTerna 社が担当
し、配電部門は各地方の公営事業者が担っている。

電源種別発電電力量

イタリアは原子力発電を行っ
ておらず、発電電力量の8割
を火力発電、うち5割強を天
然ガス火力によって賄ってい
る。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

291,884 発電電力量
(百万kWh)

292,018 電力純輸入量
(百万kWh)

37,651

運 転 中 の 原
子力プラント

０基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

イタリア政府が2019年12月に欧州委員会に提出した国家エネルギー・気候計画で
は、発電電力量が2030年には3,310億kWhにのぼると見込まれている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：10,528
石炭：656
天然ガス：450億（立方メートル）
ウラン：4,800（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
1億4,896万石油換算トン

・エネルギー自給率
23.1％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：原子力導入なし

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：0万kW

発電電力量：0億kWh

運転中：0基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

イタリア
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⚫ Convention on Nuclear Safety Eighth Italian National 

Report

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles Italy

⚫ INTEGRATED NATIONAL ENERGY AND CLIMATE PLAN 

⚫ Joint Convention on the Safety of Spent Fuel 

Management and on the Safety of Radioactive Waste 

Management Fifth Italian National Report

⚫ SOGIN

⚫ 国家放射性廃棄物センター

出所

イタリア



Copyright © Mitsubishi Research Institute 235

スペイン
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設備容量：71２.１万kW

発電電力量：55８億kWh

運転中：7基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：21%

原子力施設所在地図

スペイン
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⚫ IAEA, Country Nuclear Power Profiles: Spain

⚫ IAEA, Integrated Nuclear Fuel Cycle Information System

⚫ 原子力安全委員会（CSN）

⚫ 放射性廃棄物管理公社（ENRESA）

⚫ 産業・エネルギー・観光省

⚫ 環境移行・人口問題省

⚫ バークレイ・エネルギア社

⚫ スペイン・ウラン公社（ENUSA）

⚫ 欧州委員会（EC）

出所

スペイン
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オランダ
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設備容量：48.2万kW

発電電力量：3９億kWh

運転中：1基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：3.３%

原子力施設所在地図

オランダ
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⚫ EPZ社

⚫ ERH 社

⚫ IAEA, Nuclear Fuel Cycle Information System (NFCIS)

⚫ オランダ経済省, Energierapprt2008, June 2008

⚫ オランダ経済省

⚫ オランダ政府

⚫ デルタ社

⚫ オランダ原子力安全・放射線防護庁

⚫ Orano社

⚫ 経済気候政策省, Integrated National Energy and Climate 

Plan 2021-2030 The Netherlands,2019

出所

オランダ
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スロバキア
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設備容量：18３.７万kW

発電電力量：14４億kWh

運転中：4基 建設中：2基 計画中：0基

原子力シェア：53.１%

原子力施設所在地図

スロバキア
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Slovakia

⚫ スロバキア電力会社（SE）

⚫ JAVYS社

⚫ 欧州委員会

⚫ スロバキア国家エネルギー気候統合計画（2021-2030）

⚫ スロバキア政府

⚫ スロバキア環境省

⚫ UJSDR

⚫ 伊ENEL社

出所

スロバキア
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ウクライナ
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設備容量：1310.7万kW

発電電力量：781億kWh

運転中：15基（PWR15基） 建設中：2基 計画中：0基

原子力シェア：53.9%

原子力施設所在地図

ウクライナ
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⚫ Energy Strategy of Ukraine for the Period until 2030

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Ukraine

⚫ WNA, Nuclear Power in Ukraine

⚫ 欧州委員会

⚫ 欧州復興開発銀行

⚫ ウクライナ・エネルゴアトム社

⚫ ウクライナ国家原子力規制検査局

⚫ チェルノブイリ原子力発電所

出所

ウクライナ
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リトアニア



Copyright © Mitsubishi Research Institute 260

2009年末に最後の原子炉を停止した後、バルト三国共同でヴィサギナス原子力発電所（1基）を新設す

る計画であったが、2016年11月、政府は同発電所の建設プロジェクトを一時凍結する方針を発表。

基本情報

リトアニア

基本情報
面積 6.５万km2 人口 2７９万人
公用語 リトアニア語
通貨 1ユーロ＝１３0円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 共和制
議会 一院制（141議席、任期4年）

政府 大統領 ギターナス・ナウセーダ
首相 イングリダ・シモニーテ

経済

GDP 558億米ドル（2020年、リトアニア統計局）
成長率 -0.9％（2020年、リトアニア統計局）

経済の特徴および概況
2008年後半からの金融危機の影響で2009年の経済成長率は大幅に落ち込んだが、その後は景気が回復し
ている。2013年は、ユーロ圏やロシアの不透明な経済見通しの中、内需の回復により3.2％の成長率を記録。
他方、ウクライナ情勢を受けてEU諸国がとったロシアへの制裁措置に対する2014年8月からのロシアの対抗
措置が、リトアニアの農林畜産業および運輸産業に影響を与え、さらにロシア経済の低迷によって輸出が鈍化、
2015年成長率は1.77％となった。その後、概ね順調に2～3%台の成長率で推移したが、2020年は新型コ
ロナの影響により、マイナス成長となった。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：1,837 水力：877 原子力：0
その他：640

電力供給体制の
概要

発送配電は分離されている。火力、水力などの発電所が一つの
会社として発電を行い、それぞれが発電会社となっている。送
電はLitgrid社が担当し、配電はLESTO社が行っている。

電源種別発電電力量

原子力発電の占める割合が
高かったが、2009年12月
末に最後の原子炉が閉鎖さ
れた。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

10,535 発電電力量
(百万kWh)

3,369 電力純輸入量
(百万kWh)

13,267

運 転 中 の 原
子力プラント

０基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

リトアニア政府が2018年に承認した「国家エネルギー政策」によると、リトアニアの発
電設備容量は2016年の3,591MWから、2030年に4,950MW、2050年に
7,000MWとなる見通しが示されている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：1
石炭：1,206
天然ガス：該当データなし
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
761万石油換算トン

・エネルギー自給率
25.7％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：原子力未導入

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：0万kW

発電電力量：0億kWh

運転中：0基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

リトアニア
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⚫ アブドラ国王原子力・再生可能エネルギー都市（KA-CARE）

⚫ National Energy (Energy Independence) Strategy, 

May 25, 2011

⚫ Lietuvos Energija社

⚫ RATA Annual Report 2012

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Lithuania

⚫ WNA, Nuclear Power in Lithuania

⚫ Lithuania 2021 Energy Policy Review 

⚫ 国家原子力安全検査局（VATESI）

⚫ リトアニア・エネルギー省

⚫ イグナリナ原子力発電所

出所

リトアニア
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カザフスタン
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1999年以降、原子力発電所の運転なし。政府は2014年10月、ロシアと原子力発電所の建設と運転

に向けた二国間協力で暫定合意。資源大国であり、ウラン生産量で2009年に初めて世界一に。

基本情報

カザフスタン

基本情報

面積 ２72.５万km2 人口 1,900万人
公用語 カザフ語、ロシア語
通貨 1円＝4.48テンゲ

（2022年3月7日現在：カザフスタン国立銀行）

政治

政治体制 共和制
議会 二院制：上院（49議席、任期6年）、下院（107議席、任期5年）

政府 大統領 カシム＝ジョマルト・トカエフ（任期5年）
首相 アスカル・マミン

経済

GDP 1,648億米ドル（2020年、IMF）
成長率 -2.6%（2020年、IMF推計値）

経済の特徴および概況
石油、天然ガスなどのエネルギー資源、鉱物資源に恵まれた資源大国。
2000年以降年平均10%という好調な経済成長を維持してきた。ただし、
2007年以降は金融危機による世界的な景気の減退とともに経済成長率は
鈍化。その後、景気は回復し、近年は5％前後の成長率で推移している。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：21,902 水力：2,500 原子力：0
その他：256

電力供給体制の
概要

発送配電は分離されている。約60の発電会社が発電を担って
いる。カザフスタン系統運用会社（KEGOC）が送電を担当し、
地方の複数の配電会社が配電を担っている。

電源種別発電電力量

総発電電力量のうち70％近
くを石炭が占める。原子力発
電は行われていない。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

71,942 発電電力量
(百万kWh)

106,878 電力純輸入量
(百万kWh)

1,837

運 転 中 の 原
子力プラント

０基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

2010年時点でのカザフスタン国立原子力センターの発表では、設備容量ベースでの
需要が、最高成長予想で2020年までに200万kW、2030年までに650万kWの
増加が、最低成長予想でも2030年までに400万kW近い増加が予測されている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：4,332
石炭：186,400
天然ガス：9,360億（立方メートル）
ウラン：285,600（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
7,308万石油換算トン

・エネルギー自給率
234.4％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：原子力未導入

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：0万kW

発電電力量：0億kWh

運転中：0基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

カザフスタン
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Kazakhstan

⚫ IAEA Low Enriched Uranium Bank

⚫ Nuclear Energy Complexes in Russia and Kazakhstan

⚫ WNA, Uranium and NuclearPower in Kazakhstan

⚫ カザフスタン国営通信

⚫ カザトムプロム社

⚫ カザフスタン大統領府

⚫ ウルバ冶金プラント

出所

カザフスタン
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ベラルーシ
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電源構成の大部分をロシアから輸入した天然ガスによる火力発電に依存していることから、２０１１～

2020年を対象としたエネルギー戦略において、240万kWの原子力発電設備容量を確保することを

目標としている。

基本情報

ベラルーシ

基本情報

面積 ２0.8万km2 人口 940万人
公用語 ベラルーシ語、ロシア語
通貨 100円＝約2.69ベラルーシ・ルーブル

（202２年3月7日現在）

政治

政治体制 共和制
議会 二院制：上院（64議席、任期4年）、下院（110議席、任期4年）

政府 大統領 アレクサンドル・ルカシェンコ（任期5年）
首相 ラマン・ゴロフチェンコ

経済

GDP 596億米ドル（2018年、IMF）
成長率 1.2%（2019年、IMF）

経済の特徴および概況
大型の国営企業が温存された旧ソ連的な管理経済体制を維持。2008年には、経済
危機によりIMFなどに支援を要請した。世界的に原油価格が下落したことにより、輸
出市場の大半を占めるロシア経済が落ち込み、ベラルーシ経済にとって大きな打撃と
なった。2016年3月にはロシア主導のユーラシア安定化発展基金が、ベラルーシに対
し3年間で20億米ドルの融資を決定。同年7月には1/10000のデノミを実施した。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：9,907 水力：105 原子力：0
その他：258

電力供給体制の
概要

国営電力会社であるベルエネルゴが発電と送配電事業を担っ
ている。

電源種別発電電力量

大部分が天然ガスによる火
力発電である。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

30,９３０ 発電電力量
(百万kWh)

40,465 電力純輸入量
(百万kWh)

-2,337

運 転 中 の 原
子力プラント

１基 建設中の原子
力プラント

１基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

関係する情報は確認できていない。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：1,027
石炭：2,246
天然ガス：30億（立方メートル）
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
2,589万石油換算トン

・エネルギー自給率
15.4％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：原子力未導入

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：110万kW

発電電力量：3億kWh

運転中：1基（PWR） 建設中：1基 計画中：0基

原子力シェア：1.0%

原子力施設所在地図

ベラルーシ
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Belarus

⚫ WNA, Nuclear Power in Belarus

⚫ ベラルーシ国営通信

出所

ベラルーシ
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アルメニア
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現在は1980年に運転を開始したメタモール2号機が国内唯一の原子炉として、運転期間を延長しなが

ら稼働している。2007年以降、エネルギー戦略に沿って新規の原子炉の建設に向けた動きがあるが、

2021年現在建設には至っていない。

基本情報

アルメニア

基本情報

面積 3万km2 人口 ３0０万人
公用語 アルメニア語
通貨 1米ドル＝481.49ドラム

（202２年1月12日現在：アルメニア中央銀行）

政治

政治体制 共和制
議会 一院制（定数101議席以上、任期5年）

政府 大統領 アルメン・サルキシャン（任期7年）
首相 ニコル・パシニャン

経済

GDP 123億米ドル（2020年、IMF推計値）
成長率 -7.6％（2020年、IMF推計値）

経済の特徴および概況
2004年～2007年は高い水準で成長率が推移。2009年は世界経済危機の影響で
マイナス成長となったが、2010年には再びプラスに転じた（2.2％）。以降、概ね3～
7％台の経済成長率を維持している。2020年は新型コロナの影響もあり、-4.5％の
見込み。2015年1月、ロシアが主導するユーラシア経済同盟に加盟。2017年11月、
EUと「包括的かつ強化されたパートナーシップ協定」を締結。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：1,827 水力：1,336 原子力：408
その他：21

電力供給体制の
概要

発送配電はそれぞれ別の会社が行っている。複数の発電会社が
発電を行っている。送電は「高圧送電網会社」、配電はアルメニ
ア電力網会社が行っている。

電源種別発電電力量

総発電電力量に占める原子
力の割合は30 %弱である。
その他では、天然ガスと水力
の占める割合が大きい。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

5,837 発電電力量
(百万kWh)

7,680 電力純輸入量
(百万kWh)

-965

運 転 中 の 原
子力プラント

1基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

２０２１年にアルメニア政府により承認された「2040年までのエネルギー分野開発戦略
計画」では、２０３０年までに発電電力量を１２０億kWhにするとしている。特に太陽光発
電の割合増加に注力し、２０３０年までに太陽光発電の割合を１５％にする目標を掲げて
いる。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：44
石炭：480
天然ガス：180億（立方メートル） ウラン：該当
データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
340万石油換算トン

・エネルギー自給率
27.0％（原子力含）、9.4％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：18.9％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報



Copyright © Mitsubishi Research Institute 277

設備容量：４１．５万kW

発電電力量：２６億kWh

運転中：1基（PWR） 建設中：０基 計画中：0基

原子力シェア：34.5%

原子力施設所在地図

アルメニア
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⚫ アルメニア原子力発電会社

⚫ アルメニア・エネルギー・インフラ・天然資源省

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Armenia

⚫ WNA, Nuclear Power in Armenia

⚫ ロシア大統領府

⚫ ROSATOM社

⚫ 欧州対外行動局アルメニア代表団

出所

アルメニア
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ウズベキスタン
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現在原子力発電は利用しておらず、天然ガスによる電源が大半を占めている。今後は電力需要の増加

を見込み、原子力も電源として組み込んでいく計画である。

基本情報

ウズベキスタン

基本情報

面積 44.7万km2 人口 ３,３9０万人
公用語 ウズベク語
通貨 1米ドル＝10,745.30スム

（2021年11月11日現在：ウズベキスタン共和国中央銀行）

政治

政治体制 共和制
議会 二院制：上院（100議席、任期5年）、下院（150議席、任期5年）

政府 大統領 シャフカット・ミルジヨーエフ（任期5年）
首相 アブドゥラ・アリーポフ

経済

GDP 599.3億米ドル（2020年、IMF）
成長率 1.7％（2020年、IMF）

経済の特徴および概況
独立当初より市場経済化については漸進的なアプローチを採用した結果、
CIS諸国の中では独立後の経済の落ち込みは比較的緩やかであった。GDP
成長率は2004年から7～9％の高水準を維持してきたが、近年は資源安等
の影響も見受けられる。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：12,276 水力：1,925 原子力：0
その他：4

電力供給体制の
概要

ウズベクエネルゴと呼ばれるウズベキスタン電力公社が天然ガ
スを始めとする化石燃料を利用した電力事業（発電・送電）を
行っている。

電源種別発電電力量

大部分が天然ガスによる火
力発電である。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

52,988 発電電力量
(百万kWh)

63,532 電力純輸入量
(百万kWh)

372

運 転 中 の 原
子力プラント

０基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

2基

電力需要の推移と見通し

2020年4月に発表された「2030年までのエネルギーミックスに関する草案」によ
ると、今後の経済成長に伴う電力需要の増加を見込んでおり、2030年の発電設備
容量は2019年時点の1,290万kWから2,920万kWへ拡大させる方針。

・保有資源
原油：36,618（百万トン）
石炭：0
天然ガス：8兆3,250億（立方メートル）
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
4,707万石油換算トン

・エネルギー自給率
119.0％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：（原子力未導入）

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：0kW

発電電力量：0kWh

運転中：０基 建設中：0基 計画中：2基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

ウズベキスタン
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⚫ WNA, Nuclear Power in Uzbekistan

⚫ ウズベキスタン・エネルギー省

⚫ ウズベキスタン原子力開発庁UZATOM

⚫ ROSATOM社

⚫ 仏Orano社

出所

ウズベキスタン



Copyright © Mitsubishi Research Institute 286

台湾
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現政権は脱原子力の方針であり、既存炉は運転認可満了次第、順次恒久停止している。原子力発電の継

続を求める世論も根強く、未完の発電所の建設再開を問う住民投票が実施されるも反対多数の結果に。

基本情報

台湾

基本情報
面積 ３．6万km2 人口 2,360万人
公用語 中国語、台湾語、客家語等
通貨 1新台湾ドル=約4.15円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 民主共和制
議会 一院制

政府 総統 蔡英文
副総統 頼清徳

経済

GDP 6,050億米ドル（2019年名目、台湾行政院主計處）
成長率 2.71％（2019年、台湾行政院主計處）

経済の特徴および概況
台湾では投資や貿易に関する政府の介入が減り、銀行や公営企業の民営化
も進められてきた。経済を牽引しているのは輸出で、電子機器・機械に代表さ
れる輸出がGDP成長率の約70%を占めており、輸出依存型であることから
世界経済の影響を受けやすい傾向にある。台湾の長期的な課題としては、外
交上の孤立、少子高齢化が指摘されている。

電源種別設備容量
（千kW）

火力： 37,391 水力： 4,683 原子力： 5,144
その他： 1,257

電力供給体制の
概要

国営の台湾電力公司が発送配電を行っているが、発電部門に
は独立電気事業者が参入している。

電源種別発電電力量

台湾では石炭火力が総発電
量の50%弱を占め、天然ガ
スが約30%、原子力の割合
は12%である。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

246,151 発電電力量
(百万kWh)

2７0,982 電力純輸入量
(百万kWh)

-349

運 転 中 の 原
子力プラント

4基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

電力消費量の伸び率は、過去10年間では約＋7.6％～－3.9％とばらつきがあり、
年平均では約＋2.1％である。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：該当データなし
石炭：該当データなし
天然ガス：該当データなし
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
1億0,951万石油換算トン

・エネルギー自給率
8.8％（原子力含）、2.3％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：7.7％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：285.9万kW

発電電力量：323億kWh

運転中：3基 建設中：2基 計画中：0基

原子力シェア：12%

原子力施設所在地図

台湾
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⚫ 経済部

⚫ 中央選挙委員会

⚫ 台湾電力公司

⚫ 原子能委員会

出所

台湾
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ベトナム
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南東部のニントゥアン省に2基ずつ2カ所の原子力発電所（総発電設備容量400万kW）の建設が計画

されていたが、2016年11月、政府が計画を白紙撤回。2021年のCOP26で首相が2050年カーボ

ンニュートラルを宣言したことから、電源計画が見直される見通し。

基本情報

ベトナム

基本情報
面積 ３2.9万km2 人口 9,762万人
公用語 ベトナム語
通貨 100ドン=約0.5円（2022年3月中適用）

政治

政治体制 社会主義共和国
議会 一院制（定数500名 任期5年）

政府 首相 グエン・スアン・フック

経済

GDP 約3,406億米ドル（2020年、IMF推計値）
成長率 2.91％（2020年、越統計総局）

経済の特徴および概況
1986年のベトナム共産党第6回大会でドイモイ（刷新）政策が提唱されて以降、ベトナムは市場
経済システムの構築と積極的対外開放政策に取り組んでいる。2000年代に入り、海外直接投資
も順調に増加し、2000年～2010年の平均経済成長率は7.26％と高成長を達成した。2011
年以降、マクロ経済安定化への取り組みに伴い、一時成長が鈍化したが、過去数年はASEAN域
内でもトップクラスの成長率を達成（成長率は2016年6.21％、2017年6.81％、2018年
7.08%、2019年7.02％）。2020年は、新型コロナ感染症の影響により10年ぶりの低水準の
成長率となったが、近隣諸国がマイナス成長の中、ASEAN内で最も高い成長率を記録した。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：26,125 水力：18,341 原子力：0
その他：349

電力供給体制の
概要

商工省（MOIT）管轄下のベトナム電力公社（EVN）系列企業が
発送配電事業の大半を担っている（一部IPP事業者等も存在）。

電源種別発電電力量

近年は石炭火力が伸び、全
体の半分を占めるように
なっている。残り半分は水力
と天然ガスが大半を占めて
いる。原子力発電は導入され
ていない

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

209,198 発電電力量
(百万kWh)

238,025 電力純輸入量
(百万kWh)

2,442

運 転 中 の 原
子力プラント

0基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

電力需要は過去10年で10.5％増加。第8次国家電力開発計画（PDP8）草案では、
2030年時点で4,900億kWh、2050年時点で9,760億kWhとされているが、
COP26で2050年カーボンニュートラルを宣言したこと等を受け見直される見通し。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：599
石炭：210,115
天然ガス：6,170億（立方メートル）
ウラン：1,000（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
9,119万石油換算トン

・エネルギー自給率
73.2％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：（原子力未導入）

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量： 0万kW

発電電力量： 0億kWh

運転中： 0基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア： 0 %

原子力施設所在地図

ベトナム
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⚫ 露ROSATOM国営原子力会社

⚫ ベトナム外務省

⚫ ベトナム原子力機構

⚫ ベトナム国会

⚫ ベトナム電力公社

⚫ ベトナム放射線・原子力安全規制庁

⚫ ベトナム政府ポータルサイト

⚫ ベトナム国営通信

出所

ベトナム
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バングラデシュ
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2010年12月に国会が同国初のルプール原子力発電所建設プロジェクトを承認。2011年11月に露

ROSATOMと建設へ向けた政府間協定に署名。同発電所1号機の商業運転開始は2023年、2号機の

運開は2024年の見込み。

基本情報

バングラデシュ

基本情報
面積 14．7万km2 人口 1,149.3万人
公用語 ベンガル語
通貨 1タカ=約1.3３４円（202２年３月中適用）

政治

政治体制 共和制
議会 一院制（350議席）

政府 首相 シェイク・ハシナ

経済

GDP 2,099億米ドル（2019年、世界銀行）
成長率 5.24％（2020年度暫定値、バングラデシュ統計局）

経済の特徴および概況
2019年度（2018年7月-2019年6月）のバングラデシュ経済は、8.13％の経済成長率を達成
した。海外労働者からの送金は対前年度比で8.7%増加した。しかし、輸出品の約8割が衣類品
である点、海外労働者の海外送金への依存等構造的な脆弱性に加えて、天然ガスの枯渇による
エネルギーを中心とした輸入の増加が見込まれるため、今後の持続的発展に向けて、産業の多角
化、財政構造の改革が課題である。また、海外からの更なる投資促進のため、電力・道路等の基
礎インフラの整備が急務である。2020年4、5月においては、新型コロナウイルス感染拡大によ
り衣類品の輸出額及び送金額が落ち込んだ。しかし、6月から8月においては衣類品の輸出、送
金共に例年並みの水準に戻ってきている。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：14,927 水力：230 原子力：0
その他：136

電力供給体制の
概要

送電はバングラデシュ電力系統会社（PGCB）、配電はバングラデ
シュ電力開発庁（BPDB）や地域配電会社等によって行われている。

電源種別発電電力量

国内で豊富に産出する天然
ガスによる発電の割合が電
源種別発電電力量において
ほとんどを占めており、次い
で石油、石炭が続いている。
現時点では原子力発電は導
入されていない。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

78,884 発電電力量
(百万kWh)

84,551 電力純輸入量
(百万kWh)

6,779

運 転 中 の 原
子力プラント

0基 建設中の原子
力プラント

2基 計画中の原子
力プラント

0基

電力需要の推移と見通し

近年高い経済成長率を示してきたバングラデシュでは、今なお大きな問題となっている
貧困を緩和するためには、今後年7％以上の経済成長が必要とみなされている。現在の
見通しでは、GDP成長率を年7％とした場合、電力需要を満たすために必要な発電設備
容量が、2010年の最大645万4,000kWから2030年には最大3,370万8,000kW
まで上昇すると予測されている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：4
石炭：3,694
天然ガス：2,320億（立方メートル）
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
4,377万石油換算トン

・エネルギー自給率
80.3％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：原子力未導入

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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⚫ バングラデシュ政府

⚫ バングラデシュ電力系統会社（PGCB）

⚫ バングラデシュ電力開発庁（BPDB）

⚫ ダッカ配電会社（DPDC）

⚫ バングラデシュ原子力委員会（BAEC）

⚫ バングラデシュ電力エネルギー鉱物資源省（MPEMR）

⚫ 原子力研究施設（AERE）

⚫ 国営バングラデシュ通信

⚫ ROSATOM国営原子力会社

出所

バングラデシュ
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タイ
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⚫ タイ政府

⚫ タイエネルギー省

⚫ タイ電力公社

出所

タイ
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マレーシア
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2011年1月にマレーシア原子力開発会社（MNPC）を設立。政府は、原子力発電を導入する場合、1基

目を2021年、2基目を2022年に運開させる方針であったが、現在、原子力発電導入の是非は検討中。

基本情報

マレーシア

基本情報
面積 ３3万km2 人口 3,270万人
公用語 マレー語、中国語、タミール語、英語
通貨 1リンギット＝約27.４９円（202２年３月中適用）

政治

政治体制 立憲君主制（議会制民主主義）
議会 二院制。上院：70議席、任期3年。44名は国王任命、26名は州

議会指名。下院：222議席、任期5年。直接選挙（小選挙区制）

政府 国家元首 アブドゥラ第16代国王
首相 ムヒディン・ヤシン

経済

GDP 1兆4,166億リンギット（20２０年名目、マレーシア統計局）
成長率 -5.6%（2020年、マレーシア統計局）

経済の特徴および概況
ナジブ前首相は、2009年4月の就任以降、「国民第一、即実行」のスローガンの下に2010年に
発表した「新経済モデル」、「政府変革モデル」および「経済変革プログラム」を実施。また2015年
には2016年から2020年までの五カ年計画である「第11次マレーシア計画」を発表し、2020
年までの先進国入りを目指し、国際競争力強化のための規制緩和・自由化を進め、国内では投資
と国内消費に支えられた安定した成長を維持している。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：26,432 水力：6,168 原子力：0
その他：1,790

電力供給体制の
概要

最大の発送配電事業者である国営のテナガナショナル電力公社
（TNB）のほか、サバ州やサラワク州では州営の事業者等が発送配
電事業を行っている。

電源種別発電電力量

マレーシアでは総発電電力量
に占める天然ガスの割合が
高く、政府はこの割合を下げ
るために燃料資源をバラン
スよく利用することを呼びか
けており、石炭の利用も増え
つつある。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

158,674 発電電力量
(百万kWh)

175,778 電力純輸入量
(百万kWh)

-919

運 転 中 の 原
子力プラント

０基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

マレーシアでは、経済の高度成長に伴い1980年代から急速に電力需要が増加した。2011年にお
ける電力消費量は1995年比で3倍程度まで伸びている。エネルギー委員会の試算では、2020年
から2030年の間に電力需要が毎年1.8%増加するとされている。2015年策定の第11次マレー
シア計画（MP）では、電力供給量が2010年の約1,082億kWhから2020年には約1,919億
kWhに増大するとの予想が示されている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：471
石炭：1,840
天然ガス：1兆1,690億（立方メートル）
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
9,189万石油換算トン

・エネルギー自給率
105.2％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：（原子力未導入）

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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⚫ エネルギー・グリーン技術・水省

⚫ 首相府

⚫ マレーシア原子力発電会社（MNPC）

⚫ テナガナショナル（TNB）

⚫ IAEA

⚫ 首相府、第11次マレーシア計画

⚫ マレーシア原子力庁, “Nuclear Power Development in 

Malaysia – Preparatory Activities”

⚫ 国営通信（BERNAMA）

出所

マレーシア
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インドネシア



Copyright © Mitsubishi Research Institute 314

従来のムリア半島における建設計画は中止。新候補地バンカ島での2基の原子炉建設に向け、政府は

2010年10月に州と覚書を締結。原子力庁は福島第一原子力発電所事故後も、原子力発電導入計画を

継続する意向。

基本情報

インドネシア

基本情報
面積 １９２万km2 人口 ２．７億人
公用語 インドネシア語
通貨 1ルピア＝約0.008円（202２年３月中適用）

政治

政治体制 大統領制、共和制
議会 国会（DPR）：定数575名（任期5年）、地方代表議会（DPD）：定

数136名（任期5年）、国民協議会（MPR）：711名（国会議員
575名および地方代表議員136名で構成）

政府 大統領 ジョコ・ウィドド

経済

GDP 1兆1,191億米ドル（2019年名目、世界銀行）
成長率 -2.07%（2020年、インドネシア政府）

経済の特徴および概況
政治社会情勢及び金融の安定化、個人消費の拡大を背景として、2005年以降の経済
成長率は、世界金融・経済危機の影響を受けた2009年を除き、5％後半～6％台とい
う比較的高い成長率を達成。2010年には一人当たり名目GDPが3,000ドルを突破
した。ただし、経常収支の赤字化や通貨安もあり、輸出促進による収支改善が課題。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：56,383 水力：5,741 原子力：0
その他：2,141

電力供給体制の
概要

国営インドネシア電力公社（PLN）が独占的に電力供給を行って
おり、発電については私企業も発電会社を設立することが可能
であるが、PLNに売電すべきであるとされている。

電源種別発電電力量

インドネシアで最も豊富に存
在しているのは石炭資源で
あり、電源構成においても最
大のシェアを占めている。水
力発電は高い潜在性をもつ
電源とされているが、ジャワ
島を除いて効果的に活用さ
れていない。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

259,523 発電電力量
(百万kWh)

295,123 電力純輸入量
(百万kWh)

-7,802

運 転 中 の 原
子力プラント

0基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

原子力庁（BATAN）は2010年6月の国際原子力機関（IAEA）におけるプレゼンテーション資料に
おいて、2025年にかけて国内における電力供給量が現在の2倍以上になり、中でも天然ガスによ
る供給が大幅に増加するとの予測を示している。また、2014年の国家エネルギー政策（NEP）でも、
2025年までに総発電設備容量を1億1,500万kWにすることが計画されている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：498
石炭：225,132
天然ガス：2兆8,390億（立方メートル）
ウラン：8,400（トン

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
2億4,104万石油換算トン

・エネルギー自給率
195.0％（原子力未導入

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：原子力未導入

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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⚫ 在インドネシア日本国大使館

⚫ Achmad S. Sastratenaya, Ariyanto Sudi（BATAN）, 

“Nuclear Energy Development in Indonesia,” June 

2010.

⚫ OECD/IEA, Energy Policy Review of Indonesia, 2008

⚫ FNCA, Updated Consolidated Report on Radioactive 

Waste Management in FNCA Countries, March 2007

⚫ インドネシア原子力庁（BATAN）

⚫ 中国核工業建設集団公司（CNEC）

出所

インドネシア
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パキスタン
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政府は原子力発電設備容量を2030年までに880万kWに拡大する方針。2016年5月にカラチ3号

機が建設開始。チャシュマ4号機は2017年9月、カラチ2号機は2021年3月に運転開始。

基本情報

パキスタン

基本情報
面積 79.6万km2 人口 2億777万人
公用語 ウルドゥー語、英語
通貨 1ルピー＝約0.65１円（202２年３月中適用）

政治

政治体制 連邦共和制
議会 二院制

政府 大統領 アリフ・アルビ
首相 イムラン・カーン

経済

GDP 約3,145億米ドル（2018年、世界銀行）
成長率 3.29%（2018／2019年度パキスタン財務相経済白書）

経済の特徴および概況
2013年6月の総選挙で勝利したナワズ前政権は、経済・財政の立て直しを政権の重要課題として位置づけ、
徴税強化・電力補助金削減等の各種改革に着手。2013年9月にIMFからEFF（拡大信用供与ファシリティ）を
通じた3年間で66.4億ドルの融資が承認された。パキスタン政府は、EFFの下、財政赤字削減、歳入増加、電
力セクター改革、投資環境整備、国営企業改革等に取り組み、2016年8月、全てのレビューを完了した。
2018年8月に発足した現政権は、深刻な外貨準備高不足に直面し、2018年10月、IMFに対し、財政支援を
要請した。2019年7月にIMF理事会は、パキスタンに対する39ヶ月に及ぶ約60億ドルのEEF（拡大信用供
与ファシリティ）を承認した。今後は、IMFのEEFのコンディショナリティ（歳入改革，電力等の循環債務の問題
等）をどう満たしていくかが問われている。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：24,324 水力：7,270 原子力：1,430
その他：1,856

電力供給体制の
概要

送電事業は国家送電会社（NTDC）、配電事業はパキスタン電
力会社（PEPCO）傘下の配電会社等によって実施されている
他、カラチ電力供給会社（KESC）が送配電事業を行っている。

電源種別発電電力量

天然ガス発電が約46％、水
力発電が約20％を占めてい
る。原子力発電の比率は
10％弱だが、今後拡大が予
想される。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

1１３,523 発電電力量
(百万kWh)

133,330 電力純輸入量
(百万kWh)

488

運 転 中 の 原
子力プラント

5基 建設中の原子
力プラント

1基 計画中の原子
力プラント

1基

電力需要の推移と見通し

2005年にパキスタン政府が承認した2005－2030年のエネルギー保障行動計画では、
2030年までに発電設備容量が14,331万kW増加し、石炭や原子力に加え、風力や太陽
光などの再生可能エネルギーの設備容量も増加するとされている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：50
石炭：188,656
天然ガス：5,430億（立方メートル）
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
1億1,136万石油換算トン

・エネルギー自給率
61.1％（原子力含）、58.6％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：2.3％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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⚫ IAEA, Statement by the Leader of the Pakistan 

Delegation, SIXTY-FIRST ANNUAL GENERAL 

CONFERENCE OF THE INTERNATIONAL ATOMIC 

ENERGY AGENCY

⚫ Medium Term Development Framework 2005-2010, 

Planning Commission, Government of Pakistan, May 

2005.

⚫ パキスタン外務省

⚫ パキスタン原子力委員会（PAEC）

⚫ 国家送電会社（NTDC）

⚫ パキスタン電力会社（PEPCO）

⚫ カラチ電力供給会社（KESC）

⚫ 駐カラチ中国総領事館

⚫ 中国核工業総公司（CNNC）

出所

パキスタン
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フィリピン
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⚫ WNA, Emerging Nuclear Energy Countries

⚫ フィリピンエネルギー省 DOE

⚫ フィリピン国家経済開発庁 NEDA

出所

フィリピン
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オーストラリア



Copyright © Mitsubishi Research Institute 330

法律などで禁止されていることもあり、国内で原子力発電所は稼働していない。環境対策として、原子

力利用の政府への提言などは行われているものの、2021年現在、具体的な計画はない。

基本情報

オーストラリア

基本情報
面積 769万km2 人口 約2,569万人
公用語 英語
通貨 1豪ドル＝約８２．４６円（202２年３月中適用）

政治

政治体制 立憲君主制
議会 二院制（上院：定員76、任期6年、下院：定員151、任期3年）

政府 国家元首 エリザベス二世女王（英国女王兼オーストラリア女王）
首相 スコット・モリソン

経済

GDP 1兆3,593億米ドル（20２１年名目、IMF）
成長率 １．４％（20２０/202１年度、豪州統計局）

経済の特徴および概況
豪州経済は、1991／92年度から28年連続して経済成長を実現。2018年
度のGDPは1991年度に比べ2倍以上の成長を達成したが、新型ウイルスの
影響により2019年度第3及び第4四半期にマイナス成長を記録し、経済成
長が途絶えリセッションに突入した。政府は2020年度の実質成長率を-
1.5％、2021年度を4.75％と予想している。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：46,445 水力：8,523 原子力：0
その他：14,306

電力供給体制の
概要

主要な州では、エネルギー市場運営者（AEMO）による全国電
力市場（NEM）が運営されており、多様な発電・小売事業者が存
在している。

電源種別発電電力量

石炭火力発電が約60%と大
半を占めており、天然ガスと
合わせて80%近くを火力発
電が占めている。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

214,500 発電電力量
(百万kWh)

263,660 電力純輸入量
(百万kWh)

０

運 転 中 の 原
子力プラント

0基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

1998年に全国統一電力市場（NEM）開始以降、総発電容量は3335万kWから
5000万kWに上昇している一方、電力需要は2570万kWから3092万kWまでし
か上昇しておらず、2005年以降はほぼ横ばいになっている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：4,973
石炭：2,148,451
天然ガス：3兆4,710億（立方メートル）
ウラン：1,174,000（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
1億2,873万石油換算トン

・エネルギー自給率
321.5％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：原子力未導入

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：0kW

発電電力量：0kWh

運転中：0基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

オーストラリア
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⚫ WNA, Emerging Nuclear Energy Countries

⚫ オーストラリア産業・科学・エネルギー資源省 DISER

⚫ オーストラリア放射線防護・原子力安全庁 ARPANSA

出所

オーストラリア
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トルコ
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設備容量：０万kW

発電電力量：0億kWh

運転中：0基 建設中：3基 計画中：1基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

トルコ
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⚫ A FULL REPORT TO THE 8TH REVIEW MEETING OF 

CONVENTION ON NUCLEAR SAFETY

⚫ ENGIE社（旧GDF-Suez社）

⚫ IAEA Power Reactor Information System

⚫ REPUBLIC OF TURKEY INTENDED NATIONALLY 

DETERMINED CONTRIBUTION

⚫ アキュ原子力発電会社

⚫ デクレ法第702号「原子力規制庁の組織と任務、及び数件の法律の改正

に関するデクレ法」

⚫ トルコエネルギー・原子力・鉱業研究所

⚫ トルコ大統領府

⚫ 原子力規制庁

⚫ 大統領令第4号「大臣や他の機関及び組織と関係し、連携し、及び関連して

いる機関の組織及び組織に関する大統領令」

⚫ 「電力・エネルギーの市場及び供給保障に係る戦略文書」

⚫ 日本 外務省

出所

トルコ
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ヨルダン
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政府は、エネルギーの輸入依存を減らすため原子力の導入を推進。当初は100万kW級の原子炉2基を

建設する予定であったが取り止め。その後、米英等の支援のもと、SMRの建設を発表。

基本情報

ヨルダン

基本情報
面積 8.9万km2 人口 1010.1万人
公用語 アラビア語
通貨 ヨルダン・ディナール=約1６２．１５円（2022年３月中適用）

政治

政治体制 立憲君主制
議会 二院制、上院（65議席）、下院（130議席）

政府 国王 アブドッラー2世・イブン・アル・フセイン
首相 ビシェル・アル＝ハサーウネ

経済

GDP ４４５億３00万米ドル（201９年名目、世界銀行）
成長率 ２．０％（201９年、世界銀行）

経済の特徴および概況
1990年代以来IMFと協調して進めてきた経済構造改革プログラム（2004年7月終了）の成果
等により、近年は平均で7％を超える高い成長を実現していたが、2008年の世界的金融危機の
影響を受け、現在、経済成長は伸び悩んでいる。都市・地方間の所得格差、高い水準で推移する
貧困率・失業率、慢性的な財政ギャップなど構造的な問題を抱えている。2011年3月に発生し
たシリア危機に伴い、65万人以上のシリア難民を受け入れる等、ヨルダンの負担は増大しており、
経済・財政状況はさらに悪化している。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：3,745 水力：12 原子力：0
その他：979

電力供給体制の
概要

発電：政府系のサムラ発電会社（SEPGCO）、民間の中央発電会社
（CEGCO）、独立系発電事業者（IPP）
送電：国家電力公社（NEPCO）
配電：電力配電公社（EDCO）、ヨルダン電力会社（JEPCO）、イル
ビッチ地域電力会社（IDECO）

電源種別発電電力量

ヨルダンでは総発電電力量
の8割程度を天然ガス火力
発電が占めている。天然ガス
は、パイプラインを通じて近
隣諸国からの輸入に依存し
ている。国内にはウラン資源
が確認されているため、政府
はエネルギー源として活用し
たい考えである。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

1８,744 発電電力量
(百万kWh)

20,493 電力純輸入量
(百万kWh)

244

運 転 中 の 原
子力プラント

0基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

電力需要は2030年までに倍増するとみられ、現在の総発電設備容量は240万kWであ
るが、2015年までに120万kWを追加し、2030年までに合計で822万kWが必要にな
ると見積もられている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：5,242
石炭：該当データなし
天然ガス：60億（立方メートル）
ウラン：0

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
923万石油換算トン

・エネルギー自給率
6.2％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：原子力未導入

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：0万kW

発電電力量：0億kWh

運転中：0基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

ヨルダン
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Jordan

⚫ IAEA

⚫ OECD/ NEA

⚫ 計画国際協力省

⚫ エネルギー鉱物省

⚫ ヨルダン原子力委員会

⚫ ヨルダン国営通信

⚫ 露ROSATOM国営原子力会社

⚫ ロールスロイス社

⚫ X-エナジー社

⚫ ニュースケール・パワー社

出所

ヨルダン
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アラブ首長国連邦



Copyright © Mitsubishi Research Institute 349

2009年12月に韓国電力公社中心のコンソーシアムに4基のAPR1400の建設契約を発注し、そのう

ち、2基が2021年に運転を開始。残る２基の建設も順調に進展中。

基本情報

アラブ首長国連邦

基本情報
面積 ８．３万km2 人口 ９８９万人
公用語 アラビア語
通貨 1ディルハム＝約３１．２８円（202２年3月中適用）

政治

政治体制 7首長国による連邦制
議会 連邦国民評議会

（選挙により選出される20名および各首長の勅選により任命される20名、計
40名の議員（任期4年）から構成。立法権は限定的）

政府 大統領 ハリーファ・ビン・ザーイド・アール・ナヒヤーン（アブダビ首長）
首相 ムハンマド・ビン・ラーシド・アール・マクトゥーム（副大統領、ドバイ
首長）

経済

GDP 4,211億米ドル（2019年、世界銀行）
成長率 -0.25％（2019年、世界銀行）

経済の特徴および概況
豊富な石油収入を背景に活発な対外投資。同時に石油モノカルチャー経済からの脱
却を図っており、製造業やサービス業等産業の多様化に努めている。ドバイは商業・運
輸のハブとして発展。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：30,349 水力：該当データなし 原子力：0
その他：585

電力供給体制の
概要

各首長国の公営事業者が発送配電を行っている。

電源種別発電電力量

UAEでは、電源の9割以上
を天然ガスで賄っており、石
油は輸出用に回している。天
然ガスも豊富であるが、利用
量が増えたため2007年か
らは純輸入国となった。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

125,698 発電電力量
(百万kWh)

138,454 電力純輸入量
(百万kWh)

-6,035

運 転 中 の 原
子力プラント

2基 建設中の原子
力プラント

2基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

2017年1月に発表された「2050年にかけてのエネルギー戦略」によれば、UAEは
2050年までにエネルギーミックス（電源構成）の50%を、原子力発電を含むクリー
ンエネルギーとする目標。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：12,976
石炭：0
天然ガス：6兆910億（立方メートル）
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
5,263万石油換算トン

・エネルギー自給率
343.1％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：（原子力未導入）

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, United Arab Emirates

⚫ UAE政府

⚫ 連邦原子力規制局（FANR）

⚫ 首長国原子力会社（ENEC）

⚫ 国営通信（WAM）

⚫ 米国原子力協会（NEI）

⚫ 韓国電力公社

⚫ Nawah Energy

出所

アラブ首長国連邦
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サウジアラビア
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2010年4月、原子力開発政策の立案・原子力安全規制を行う機関として「アブドラ国王原子力・再生可

能エネルギー都市（KA-CARE）」を設置。2011年5月、KA-CAREの高官は、2032年までに16基の

原子炉を建設する計画を表明。現在、原子力発電所建設業者の選定プロセスが進行中。

基本情報

サウジアラビア

基本情報

面積 ２１５万km2 人口 ３,４２７万人
公用語 アラビア語
通貨 1サウジアラビア・リヤル＝約３０．５９円（202２年３月中適

用）

政治

政治体制 君主制
議会 諮問評議会（ただし立法権はない）

政府 国王兼首相 サルマン・ビン・アブドルアジーズ・アール・サ
ウード

経済

GDP 約7,０１５億ドル（20２０年、IMF）
成長率 －４．１％（2020年、IMF）

経済の特徴および概況
世界最大級の石油埋蔵量、生産量および輸出量を誇る。輸出総額の約9割、
財政収入の約8割を石油に依存。人材育成、民営化、外資導入、市場開放等諸
改革に努めている。2016年4月には「サウジ・ビジョン2030」を発表し、国
営石油会社の一部株式公開を含む大規模な改革方針が示された。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：76,941 水力：該当データなし 原子力：0
その他：4

電力供給体制の
概要

サウジ電力会社（SEC）が発送配電を一貫して行っている。

電源種別発電電力量

サウジアラビアは石油資源が
豊富であるが、石油は輸出に
回すため、天然ガス火力発電
の割合が増えている。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

293,953 発電電力量
(百万
kWh)

３85,537 電 力 純 輸 入 量
(百万kWh)

-20,047

運 転 中 の 原
子力プラント

０基 建設中の原
子力プラン
ト

０基 計画中の原子力
プラント

０基

電力需要の推移と見通し

電力需要は今後10年で7～8%増大するものと予測されており、政府は最終的に電
力需要の20%を原子力で賄う方針である。

・保有資源
原油：36,618（百万トン）
石炭：0
天然ガス：8兆3,250億（立方メートル）
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
2億1,457万石油換算トン

・エネルギー自給率
311.4％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：（原子力未導入）

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：0万kW

発電電力量：0億kWh

運転中：0基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

サウジアラビア
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⚫ アブドラ国王原子力・再生可能エネルギー都市（KA-CARE）

⚫ サウジアラビア政府ポータルサイト

⚫ サウジアラビア国営通信

⚫ ヨルダン国営通信

⚫ フィンランド放射線・原子力安全局（STUK）

⚫ 仏アシステム社

⚫ 仏AREVA社

⚫ 仏外務省

⚫ 韓国大統領府

⚫ 韓国原子力研究院（KAERI）

⚫ 韓国電力公社

⚫ 露ROSATOM国営原子力会社

⚫ 中国核工業建設集団公司（CNEC）

⚫ 国際原子力機関（IAEA）

⚫ 豪ウォーリー・パーソンズ社

出所

サウジアラビア
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エジプト
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ロシアとの間で、120万kW級の原子炉4基の建設・運転に関する政府間協定（IGA）を締結し、2017

年に原子炉建設に係る契約を締結。うち2基の建設許可を2021年に申請。

基本情報

エジプト

基本情報

面積 １00万km2 人口 9,842万人
公用語 アラビア語、都市部では英語も通用

通貨 1米ドル＝約1５.7エジプト・ポンド
（202２年３月７日現在：エジプト中央銀行仲値）

政治

政治体制 共和制
議会 一院制。代議院（2016年1月10日召集）

政府 大統領 アブドゥルファッターハ・エルシーシ
首相 シェリーフ・イスマイール

経済

GDP 2,860億米ドル（2018年、世界銀行）
成長率 5.3％（2018年、世界銀行）

経済の特徴および概況
2011年の政変後、観光および投資の落ち込みにより、大幅な貿易赤字が続いていたが、政変後2年で
半減した外貨準備高は2018年までに回復を遂げた。2014年に発足したエルシーシ政権は、補助金改
革に着手し、湾岸諸国から125億ドルの財政支援、諸外国および国際企業からは総額600億ドルの経
済支援を受けることとなった。またエジプト政府は2016年11月に、事実上の融資の条件となっていた
為替自由変動相場制への移行と燃料補助金改革を実施し、IMF理事会は3年間総額120億ドルの融資
を承認した。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：51,424 水力：2,832 原子力：0
その他：1,157

電力供給体制の
概要

現在、電力エネルギー省傘下のエジプト電力持株会社（EEHC）が
電気事業の中核を担っており、発送電設備の拡充を計画している。
一方で1996年からは、BOT（建設・運転・移転）方式での民間事業
者の参入が許可されている。

電源種別発電電力量

かつては石油の輸出が基幹
産業であったが、現在は純輸
入国である。代わりに天然ガ
スの開発が積極的に進めら
れ、国内の電力需要の大半を
賄っている。またナイル川で
は大規模な水力発電が行わ
れている。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

156,314 発電電力量
(百万kWh)

194,279 電力純輸入量
(百万kWh)

-291

運 転 中 の 原
子力プラント

０基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

4基

電力需要の推移と見通し

1999年から2008年までの統計資料によれば、総消費電力量は年率約7％で増加して
いる。EEHCは第7次5カ年計画において、2012年から2017年の電力需要の年間の増
加率を6％と設定しており、同社の設備容量を2017年までに1,110万kWとすることを
目標としている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：1,274
石炭：247
天然ガス：1兆8,460億（立方メートル）
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
9,619万石油換算トン

・エネルギー自給率
90.8％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：（原子力未導入）

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Egypt

⚫ EIA, “Country Analysis BRIEFS”

⚫ EEHC, “Annual Report 2008/2009”

⚫ エジプト国家情報サービス

⚫ イスラエル・ハヨム

⚫ ロシア大統領府

⚫ ROSATOM国営原子力会社

⚫ Egypt Independent

⚫ Overview of Egypt’s Nuclear Power Program, February 2016

⚫ ゼネラル・エレクトリック（GE）社

⚫ 原子力発電庁 NPPA

⚫ エジプト原子力規制・放射線当局 ENRRA 

出所

エジプト
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南アフリカ
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政府は2019年に策定した統合資源計画（IRP）2019で、2024年に運転期間が満了するクーバーグ

原子力発電所の運転延長の必要性、及び2030年以降のSMR導入を含めた原子力利用拡大に向けた

ロードマップ策定のための政策プログラム遂行の必要性を指摘している。

基本情報

南アフリカ

基本情報

面積 １２２万km2 人口 5,778万人
公用語 英語、アフリカーンス語、バンツー諸語（ズールー語、ソト語等）合

計11 が公用語

通貨 1ランド＝約７．４３円（202２年３月中適用）

政治

政治体制 共和制
議会 二院制（全国州評議会（上院に相当）90名、国民議会（下院に相

当）400名）

政府 大統領 シリル・ラマポーザ

経済

GDP 3,663億米ドル（2018年、世界銀行）
成長率 0.6％（2018年、世界銀行）

経済の特徴および概況
2015年のGDP産業別内訳では第三産業が69%を占め、先進国同様に第三次産業の割合が高くなっ
ている。しかし、貿易では依然として鉱物資源輸出への依存度が高い。2008～9年の世界金融危機後、
投資・輸出の不振等が響き、2009年の経済成長率はマイナス1.5％に転落。2010年、2011年には
上向き傾向を示していたが、2015年は中国経済の減速に伴う鉱物資源価格の下落による影響等によ
り1％前半の低い成長率を記録し、2016年は0.6％、2017年は1.3%、2018年には0.6%の成長
率となった。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：45,497 水力：761 原子力：1,940
その他：5,289

電力供給体制の
概要

国営の南アフリカ電力公社（ESKOM）が発送電をほぼ独占して
いるが、配電は地方自治体の公営事業者が行っている。

電源種別発電電力量

石炭火力の割合が圧倒的に
高く、今後は天然ガス、原子
力、および再生可能エネル
ギーを発電源としてより積極
的に活用していく計画である。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

187,105 発電電力量
(百万kWh)

247,579 電力純輸入量
(百万kWh)

465

運 転 中 の 原
子力プラント

２基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

南アフリカの総発電設備容量は約4,000万kWであるが、最新の統合資源計画
（IRP2019）では、中位の経済成長シナリオで、2030年までは年率1.8%、それ以
降2050年までは年率1.4%で電力需要が伸びるとの試算が示されている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：21
石炭：223,560
天然ガス：100億（立方メートル）
ウラン：175,300（トン）

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
1億4,013万石油換算トン

・エネルギー自給率
117.8％（原子力含）、115.5％（原子力除）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：2.5％

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：１８６万kW

発電電力量：１１６億kWh

運転中：２基（PWR） 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：５．９%

原子力施設所在地図

南アフリカ
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, South Africa

⚫ 使用済燃料管理および放射性廃棄物管理の安全に関する条約、国別報告書2008年.

⚫ 政府情報サイト

⚫ 南アフリカエネルギー省

⚫ 南アフリカ電力公社（ESKOM）

⚫ 南アフリカ国家原子力規制局（NNR）

⚫ 南アフリカ原子力公社（NECSA）

⚫ 南アフリカ原子力産業協会（NIASA）

⚫ サウスアフリカ・インフォ

⚫ 南アフリカ鉱物資源エネルギー省 DMRE

出所

南アフリカ
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ケニア
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中国やロシア、韓国と原子力発電所の建設に向けた議論を進めているが、具体的な建設計画は公表さ

れていない。

基本情報

ケニア

基本情報
面積 58．３万km2 人口 4,760万人
公用語 スワヒリ語、英語
通貨 1シリング＝約１．０１円（202２年３月中適用）

政治

政治体制 共和制
議会 二院制（上院：68議席、任期5年、下院：350議席、任期5年）

政府 大統領 ウフル・ケニヤッタ

経済

GDP 9５5億米ドル（2019年、世界銀行）
成長率 5.4％（2019年、世界銀行）

経済の特徴および概況
東アフリカ最大のモンバサ港を擁し、東アフリカ諸国の玄関口として、地域経済の中心的役割を
担う。2008年、ケニア政府は2030年には中所得国入りを目指す長期経済開発戦略「ビジョン
2030」を公表した。この戦略を軸に、（1）2030年までに毎年平均経済成長率10％以上の達成、
（2）公平な社会発展と清潔で安全な環境社会整備、（3）民主的政治システムの持続を目指すとし
ている。近年、ケニア経済は堅調な成長を続けており、歳入の増加によって財政収支の不均衡に
は改善が見られるが、財政赤字額は依然として高いレベルにあり、公的債務の対GDP比は拡大
し続けている。

電源種別設備容量
（千kW）

火力：864 水力：821 原子力：0
その他：963

電力供給体制の
概要

発電はケニア電力公社（KenGen）、送配電はケニア電力電灯
会社（KPLC）が実施している。

電源種別発電電力量

水力や地熱・風力等の再生可
能エネルギーの比率が大きく、
全体の80%以上を占めてい
る。

電力最終
消 費 量
(百万kWh)

9,140 発電電力量
(百万kWh)

10,730 電力純輸入量
(百万kWh)

-2,140

運 転 中 の 原
子力プラント

０基 建設中の原子
力プラント

０基 計画中の原子
力プラント

０基

電力需要の推移と見通し

2016年段階での発電設備容量は2,300MWであるが、2015年のエネルギー規制
委員会の報告によると2033年には24,674MWになると予想されている。

・保有資源（百万トン）
原油（オイルシェールを含む）：0
石炭：0
天然ガス：該当データなし
ウラン：該当データなし

一次エネルギー供給構成比
（エネルギー源別）

・一次エネルギー供給
2,887万石油換算トン

・エネルギー自給率
81.0％（原子力未導入）

・一次エネルギー供給における
原子力シェア：原子力未導入

⚫ エネルギー

⚫ 電力⚫ 基本情報
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設備容量：0万kW

発電電力量：0億kWh

運転中：0基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

ケニア
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⚫ WNA, Emerging Nuclear Energy Countries

⚫ ケニア原子力機関（NuPEA）

⚫ 中国広核集団（CGN）

⚫ 韓国電力公社（KEPCO）

出所

ケニア
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セーフティ＆インダストリー本部

報告書

令和３年度原子力の利用状況等に関する調査

（海外における原子力政策等動向調査等）

ーIAEA国際会議の開催に係る企画立案・準備等ー

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部原子力政策課 御中

本報告書は、経済産業省資源エネルギー庁殿からの委託事業として株式会社三菱総合研究所が実施した
「令和３年度原子力の利用状況等に関する調査（海外における原子力政策等動向調査等）」の成果を取りま
とめたものです。したがって、本報告書の複製、転載、引用等には経済産業省資源エネルギー庁殿の承認手
続きが必要です。

別添
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実施内容（プログラム策定等に関する会合の開催）

打合せ等開催実績
• 現地事務局として対応とした打合せの開催実績を以下に示す。

国内準備委員会 開催日 概要

ワーキンググループ 2021年6月30日 プログラム委員会に向けた議論

ワーキンググループ 2021年7月27日 国内組織からの発表に関する現状認識

ワーキンググループ 2021年９月2８日 国内組織からの発表に関する現状認識・事務連絡

ワーキンググループ 2021年10月14日 国内組織からの発表に関する現状認識・事務連絡

幹事会 2022年1月18日 会議準備状況（IAEAとの調整状況）に関する情報共有

幹事会 2022年1月24日 会議フォーマットに関する議論

幹事会 2022年2月2日 会議フォーマットに関する議論

サブスタンス調整支援（国内準備委員会、IAEAプログラム委員会）

ロジスティクス調整支援

• 国内関係機関との打合せ：必要の都度実施（少なくとも月に1回のペースで定期的に開催）

• IAEAとの打合せ： 2021年10月12日、2021年12月9日（Virtual site tour）、 202２年1月28日

IAEAプログラム委員会 開催日 概要

1st 2021年9月15,16日 キックオフミーティング

非公式会合 2021年１２月１７日 Contribution paperの投稿状況、及びCovid-19に伴う検疫状況について

PrePC 2022年２月2２日 日本からIAEAに対してのプログラムに係る提案

2nd 2022年２月23,24日 Paperのレビュー、会議フォーマット及びプログラム構成について




